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Ⅳ　  参　考　資　料
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１　国民医療費増減率の要因別内訳の年次推移

増　　減　　率

要　　　　　　　　　　　　　因

診 療 報 酬 改 定 
及 び 薬 価 基 準 
改定による影響

人 口 の 増 減 人 口 の 
高 齢 化 そ の 他

昭和 60 年度 (1985) 6. 1 1. 2  0. 7 1. 2 3. 0 

61 ( ' 86) 6. 6 0. 7  0. 5 1. 2 4. 1 

62 ( ' 87) 5. 9 　－ 0. 5 1. 2 4. 1 

63 ( ' 88) 3. 8 0. 5  0. 4 1. 3 1. 6 

平成 元年度 ( ' 89) 5. 2 0. 76 0. 4 1. 3 2. 7 

２ ( ' 90) 4. 5 1. 0  0. 3 1. 6 1. 5 

３ ( ' 91) 5. 9 　－ 0. 3 1. 5 4. 0 

４ ( ' 92) 7. 6 2. 5  0. 3 1. 6 3. 0 

５ ( ' 93) 3. 8 0. 0  0. 3 1. 5 2. 0 

６ ( ' 94) 5. 9 1. 95 0. 2 1. 5 2. 1 

７ ( ' 95) 4. 5 0. 75 0. 4 1. 6 1. 7 

８ ( ' 96) 5. 6 0. 8  0. 2 1. 7 2. 8 

９ ( ' 97) 1. 6 0. 38 0. 2 1. 7 △ 0. 7 

10 ( ' 98) 2. 3 △ 1. 3  0. 3 1. 6 1. 7 

11 ( ' 99) 3. 8 　－ 0. 2 1. 7 1. 8 

12 (2000) △ 1. 8 0. 2  0. 2 1. 7 △ 4. 0 

13 ( ' 01) 3. 2 　－ 0. 3 1. 6 1. 3 

14 ( ' 02) △ 0. 5 △ 2. 7  0. 1 1. 7 0. 4 

15 ( ' 03) 1. 9 　－ 0. 1 1. 6 0. 2 

16 ( ' 04) 1. 8 △ 1. 0  0. 1 1. 5 1. 2 

17 ( ' 05) 3. 2 　－ 0. 1 1. 8 1. 3 

18 ( ' 06) △ 0. 0 △ 3. 16 0. 0 1. 3 1. 8 

19 ( ' 07) 3. 0 　－ 0. 0 1. 5 1. 5 

20 ( ' 08) 2. 0 △ 0. 82 △ 0. 1 1. 3 1. 5 

21 ( ' 09) 3. 4 　－ △ 0. 1 1. 4 2. 2 

22 ( ' 10) 3. 9 0. 19 0. 0 1. 6 2. 1 

23 ( ' 11) 3. 1 　－ △ 0. 2 1. 2 2. 1 

24 ( ' 12) 1. 6 0. 004 △ 0. 2 1. 4 0. 4 

25 ( ' 13) 2. 2 　－ △ 0. 2 1. 3 1. 1 

26 ( ' 14) 1. 9 0. 10 △ 0. 2 1. 2 0. 7 

27 ( ' 15) 3. 8 　－ △ 0. 1 1. 0 2. 9 

28 ( ' 16) △ 0. 5 △ 1. 33 △ 0. 1 1. 0 △ 0. 1 

（単位：％）
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２ 医療保険制度の沿革・点数表改定の年表

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容

昭和26年12月 点数単価改定 甲地12.5円 乙地11.5円

(1951)

昭和29年 4月 日雇労働者健康保険 医療給付費（療養の給付・

(1954) 療養費・家族療養費）に対し国庫負担1/10

30('55) 6 健康保険 保険料率60/1000→65/1000

8 国民健康保険 療養給付費（療養の給付及び療養

費の支給に関する費用額）に対し国庫補助を決定、

2/10を下らないものとする

日雇労働者保険 給付期間0.5年→１年

歯科補綴を給付範囲に含める

31('56) 4 医薬分業の実施

32('57) 3 原子爆弾被爆者の医療等に関する法律施行

4 国民皆保険推進本部を設置し、国民健康保険全国

普及４か年計画を決定

健康保険 標準報酬額改定

日雇労働者健康保険 医療給付費に対し国庫負担

10/100→15/100

7 健康保険 一部負担（本人）初診時100円、入院

時１日30円１か月を限度、国庫補助の明確化

33('58)10 新点数表（甲表・乙表・歯科）を設定し、単価を 33('58) 4 日雇労働者健康保険 医療給付費に対し国庫負担

001/52→001/51げ上引％5.8で費療医総るすと円01

5 児童福祉法改正により未熟児に養育医療の給付

34('59) 1 国民健康保険法全文改正 市町村に設置義務、

５割給付、療養給付費補助金20/100、財政調整交

付金5/100

4 日雇労働者健康保険 医療給付費に対し国庫負担

25/100→30/100

35('60) 3 健康保険 保険料率65/1000→63/1000

11月～36年春 病院スト全国的に続発

36('61) 7 点数表改定 総医療費で12.5％引上げ 入院料・看 36('61) 4 国民健康保険が全国に普及し国民皆保険達成

護加算・往診料・歯科補綴料の特別引上げ、調剤報 6 日雇労働者健康保険 特別療養費支給

年２→年１間期付給険保康健者働労雇日7る図を衡均のと他ていつに酬

12 点数表改定 総医療費で2.3％引上げ 乳幼児加算 10 国民健康保険 世帯主の結核・精神障害の給付を

・特定疾患加算・深夜診察料加算・基準給食料の特 ５割→７割 この給付に対し国庫補助20/100

化強用適の）所入令命（条53第法防予核結設新れぞれそを料箋方処・算加別

精神衛生法第29条（措置入院）の国庫負担割合を

50/100→80/100

37('62) 4 国民健康保険 療養の給付費に対する国庫補助を

20/100→25/00

10 制限診療の緩和（抗生物質等使用基準の改正）

12 地方公務員共済組合法施行

38('63) 9 地域差撤廃 乙地の診療報酬を甲地なみに引上げ、 38('63) 4 健康保険 給付期間３年→転帰まで 継続給付に

この結果、総医療費で3.7％引上げが見込まれる ついては３年→５年

国民健康保険 給付期間の制限撤廃 ただし、昭

和40年３月31日まで経過措置として制限を認める

10 国民健康保険 世帯主の給付率を５割→７割

調整交付金市町村の療養給付費用見込額の5/100

→10/100（ただし38年は8.8/100）

11 戦傷病者特別援護法施行

40('65) 1 点数表改定 総医療費で9.5％引上げ 初診時基本 40('65) 1 国民健康保険 ４ケ年計画で世帯員の給付率を

診療料・初診料・入院料関係及び歯科の充てん・イ ５割→７割（開始）

ンレー・補綴関係の点数引上げ 調剤報酬について 4 国民健康保険 療養の給付範囲制限撤廃

施実が」療医院通「りよに条23第法生衛神精01る図を衡均のと他も
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昭和40年11月 薬価基準の全面改定 総医療費の4.5％薬価引下げ

(1965) を行い、このうち約３％を医師の技術料にふりかえ

た 乳幼児入院加算・時間外麻酔加算を新設、乳幼

児初診加算・特定疾患加算・深夜診療加算・写真診

断料を引上げた 調剤報酬についても他との均衡を

図った

昭和41年 4月 健康保険 標準報酬上限の引上げ、保険料率を

(1966) 63/1000→65/1000

6 国民健康保険　療養給付費国庫補助を市町村

25/100→40/100 国保組合25/100

調整交付金 市町村10/100→5/100

42('67)10 薬価基準の全面改定 薬剤費に対して10.2％引下げ 42('67) 8 健康保険特例法により保険料率65/1000→70/1000

12 点数表改定 医科7.68％、歯科12.65％の引上げ 9 健康保険特例法により一部負担（本人）初診時

主なものとしては、入院料(14％)、手術料(80％)               100円→200円、入院時１日30円→60円

の引上げ及び歯科材料技術料部分の分離 療養担当 10 健康保険特例法により外来投薬時一部負担（本人）

規則改正、乙表における注射及び措置で、薬の使用 を新設し、１日１剤15円の負担

に伴う技術料加算の廃止、処方料の適正化 12 地方公務員災害補償法施行

43('68) 1 国民健康保険 世帯員７割給付完全実施

4 国立病院特別会計法改正 診療費の割引制度廃止

44('69) 1 薬価基準の全面改定 薬剤費に対して5.6％引下げ 44('69) 9 健康保険法特例法廃止 保険料率70/1000、一部

負担（本人）初診時200円、入院時１日60円、外

来投薬時一部負担は廃止

12 公害にかかる健康被害の救済に関する特別措置法

施行（医療については45年２月実施）

東京都老人医療費の給付を開始

45('70) 2 点数表改定 医科8.77％、歯科9.73％の引上げ 45('70) 6 日雇労働者健康保険 疑似適用廃止

なお７月１日から医科をさらに0.97％引上げ、

9.74％の引上げとなる 主なものとしては初診料、

再診料、入院料等の引上げ、入院時医学管理料の新

設、内科加算は甲表では廃止し、乙表では内科再診

料とする歯科の手術料を約80％引上げ、歯冠修復及

び欠損補綴について新項目を設ける

8 薬価基準の全面改定 薬剤費に対して3.0％の引下

げ

46('71) 7 日本医師会 保険医総辞退（１日～31日）

47('72) 2 点数表改定 医科13.70％、歯科13.70％、薬局6.54 47('72) 4 特定疾患治療研究事業費の開始

用適法険保康健民国い伴に帰復土本の県縄沖5げ上引の％

にれこ（加追を用適害障部内に法祉福者害障体身01科医１

初診料・処置・理学療法・精神病特殊療法・手 より人工透析にも適用される）

術・麻酔等の技術料を重点的に引上げるととも

に、甲・乙一本化を促進し、診療報酬の適正化を

行う

○乙表に慢性疾患指導料を新設

○薬剤料の算定に関し平均薬価制を廃止

○基準看護の特類を新設

○入院料を室料、看護料等に分け、甲表の入院期

間による点数差額は廃止

○入院時医学管理料を病院・診療所（甲表では更

に入院期間）別に区分けし、それぞれ引上げ

２ 歯科

補綴時診断料、歯冠形成の区分を新設するとと

もに歯冠修復及び欠損補綴の区分の整理

３ 薬局調剤

○保険調剤における調剤報酬に調剤基本料を新設

○自家製剤加算の対象剤型を拡大するとともに加

算額を引上げ

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容
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昭和47年 2月 薬価基準の全面改定 薬剤費に対して3.9％引下げ

(1972)

昭和48年 1月 老人福祉法により70歳以上の老人医療費無料化

(1973)

10 老人福祉法により65歳以上のねたきり者医療費無

料化

健康保険 家族給付率５割→７割給付、家族高額

療養費新設（同一月、同一病院等からうけた家族

療養費の患者負担限度額を３万円とする）

標準報酬額を改定

保険料率70/1000→72/1000、国庫補助10/100

保険料率が72/1000を越えるときは、その越える

保険料率1/1000につき8/1000の補助率を上乗せ

日雇労働者健康保険 給付期間２年→3.5年

国民健康保険 高額療養費任意給付

49('74) 2 点数表改定 医科19.0％、歯科19.9％、薬局8.5％ 49('74) 3 政府管掌健康保険 48年度末累積赤字3,033億円棚

げ上げ上引の

療医人老と保国らか分求請月５化本一トプセレ5科医１

○再診料の引上げ、乙表における内科再診療の引 の組み合わせ

上げを行うとともに、時間外加算、深夜引上げ 9 公害健康被害補償法施行

療医人老と保国らか分求請月11化本一トプセレ11設新の算加日休と

○入院時医学管理料を重点に、看護料、室料等入 以外の組み合わせ

助補庫国0001/67→0001/27率料険保険保康健げ上引りたわに般全目項係関院

○身体障害者作業療法、精神科デイ・ケア等リハ 10/100→132/1000いずれも調整規定適用による

ビリ関係項目の新設

○処置、注射等甲・乙一本化の未実施項目等につ

いて措置

２ 歯科

○初診料の引上げ、心身障害者加算等の新設のほ

か、歯科独自の技術料の引上げを行うとともに

咬合採得、仮床試適の新設

○医科と同一項目について、医科の場合に準じて

改正

３ 薬局調剤

調剤基本料、調剤料の引上げ

薬価基準の全面改定 薬剤費に対して3.4％の引下

     げ（抗生物質製剤等の再評価による削除を含む）

点数表改定 医科16.0％、歯科16.2％、薬局6.6％

の引上げ

１ 医科

○再診料、検査料、手術料等について引上げを行

い、特に高度な技術を要する手術及び検査並び

に往診料、処方せん料等について大幅な引上げ

○入院料については看護料、入院時医学管理料、

室料、給食料等全般について引上げを行うほか

特二類看護を新設

２ 歯科

○初診時基本診療用、処置及び手術料、歯冠修復

及び補綴料、理学療法料等について引上げを行

うとともに、吸入鎮静法等の新設

○その他医科と同一項目について、医科の場合に

準じて改正

３ 薬局調剤

調剤基本料、内科薬剤料の引上げ

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容

10
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昭和50年 1月 薬価基準の全面改定 薬剤費に対して1.55％の引下 昭和50年 1月 日雇労働者健康保険 家族給付率５割→７割、家

(1975) げ（精神神経用剤等の再評価に伴う削除を含む） (1975) 族高額療養費（患者負担限度額３万円）給付期間

3.5年→５年へ

10 国民健康保険 高額療養費法定給付、診療報酬全

国決済制度実施（ただし一部従来通り）

51('76) 4 点数料改定 医科9.0％、薬局4.9％引上げ 51('76) 7 健康保険 標準報酬額改定

当該止廃てっもを日13月７は度制収徴額差科歯科医１

○初診料、時間外加算、レントゲン診断料、注射 診療は８月１日からは保険外診療となる

料等について引上げを行い、検査料、処置及び 8 家族高額療養費 患者負担限度額３万円→3.9万円

助補庫国0001/87→0001/67率料険保険保康健01設新の目項ていつに料術手

○入院料については、室料、看護料、給食料等全 132/1000→148/1000 いずれも調整規定適用

般について引き上げたほか、病衣加算を新設 11 レセプト一本化 11月請求分より政管・組合・日

合場のせわ合み組の費公と保船・雇剤調局薬２

調剤基本料、内服薬剤料の引上げ

8 点数表改定 歯科9.6％引上げ 初診料、時間外加算

歯冠修復及び欠損補綴等について引上げ、その他医

科と同一項目については51.4.1の改正に準じた

52('77) 2 予防接種による健康被害救済措置実施

53('78) 2 点数表改正 医科11.5％、歯科12.7％、薬局5.6％ 53('78) 1 健康保険 標準報酬額改定 特別保険料を臨時措

の引上げ 薬剤費引き下げを含めた実質ベースでは 置として新設（賞与の１％、当面の間被保険者負

）るすと助補庫国を額のこ、し除免を5/2の分担げ上引の％6.1局薬、％5.21科歯、％3.9科医

一部負担（本人）初診時200円→600円、入院時科医１

○診察料、検査料、レントゲン診断料、理学療法 60円→200円

料、精神病特殊療法料、処置及び手術料、麻酔 2 健康保険 保険料率78/1000→80/1000 国庫補助

料等について引上げるとともに、コンピュータ 148/1000→164/1000 いずれも調整規定適用

ー断層撮影、腎移植術等の開発技術等の導入、 4 国民健康保険　国保組合に対し療養給付費の

助補庫国囲範のでまるす達に額るす当相に001/04う行を等価評再の析透工人

○入院料については、最近のいわゆる保険外負担 国民健康保険 保健婦が市町村へ移管

問題の改善を図るための関連項目の重点的な引

上げ及び医療食加算、特定集中治療室管理加算

二類特別加算を新設

２ 歯科

根管治療等歯内療法、歯冠修復、欠損補綴等を

中心に引上げるとともに、４歳未満の乳幼児の診

療に対する加算の新設、材料差額制度の一部実施

従来の保健給付外診療の保険導入を行う

その他医科と同一項目について、医科の場合と

同様の改正

３ 薬局調剤

調剤基本料、調剤料、自家製剤加算、内服薬計

量混合加算の対象製剤に湯剤を新設

薬価基準の全面改定薬剤費に対して5.8％の引下

げ、銘柄別薬価収載方式を適用

54('79)10 医薬品副作用被害救済基金法施行（給付開始は

55年４月以降）

56('81) 6 点数表改定 医科8.4％、歯科5.9％、薬局3.8％、 健康保険 保険料率80/1000→84/1000 家族給付

平均8.1％引上げ 薬剤費引下げを含めた実質ベー             率 入院７割→８割へ 一部負担（本人）初診時

スでは平均2.0％の引上げとなり、更に材料費等の 600円→800円、入院時１日200円→500円 国庫補

引下げを含めると実質1.4％の引上げとなる 助164/1000～200/1000の範囲内で政令で定める割

合(調整規定廃止)、ただし当分の間164/1000

家族高額療養費 市町村民税非課税者（本人・家

族）に対しては限度額を１万５千円とする

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診
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56('81) 3
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定改額酬報準標険保康健月01年65和昭科医１月6年65和昭

(1981) 技術料重視の観点から初診料等の診察料、入院 (1981)

時医学管理料の引上げを図ったほか、手術料につ 11 健康保険 保険料率84/1000→85/1000（保険料調

いては約40％引上げ腹水濾過濃縮再静注法等の新 整規定の適用）

開発技術を導入する一方、人口腎臓について物と

技術の分離を行う 更に、リハビリテーション関

連を中心に大幅な引上げを図り理学療法科を約80

％引上げ

プライマリーケアの充実等のため慢性疾患指導

管理料、開発型病院共同指導料その他の管理料の

大幅引上げ・新設を行った このほか、検査料関

係については全面的な見直しを行ったほか、イン

シュリン製剤及びヒト成長ホルモン剤の自己注射

を導入

保険外負担の解消を図るため、重傷者について

室料特別加算、看護特別加算を創設し、差額ベッ

ド問題、付添看護問題に対処

２ 歯科

歯科独自の技術料である処置のうちの欠損補綴

等を中心に改善を図ったほか、心身障害者の歯科

医療の確保を図るため著しく歯科診療の困難な心

身障害者に対する診療に加算を新設するとともに

４歳未満の乳幼児加算を６歳未満に引上げた

また、検査については、医科甲表により取り扱

うこととし、歯科独自の検査を新設

その他医科と同一項目について、医科の場合と

同様の改正

３ 薬局調剤

インシュリン製剤及びヒト成長ホルモン剤の自

己注射の導入に伴い、新たな特定治療器材料の支

給を認める

その他、調剤基本料、自家製剤加算、計量混合

調剤加算（従来、内服薬のみを対象にしていたが

頓服薬も含めることにした）について引上げ

薬価基準の全面改定 薬剤費に対して18.6％の引下

げ

57('82) 9 家族高額療養費　患者負担限度額　3.9万円→

4.5万円（被保険者が市町村民税非課税者の場合

は1.5万円）老人保健法が施行されるまでの間

70歳以上の者、ねたきり老人等は限度額を3.9万

円とする 日雇労働者健康保険3.9万円

10 厚生省 ｢国民医療費適正総合対策推進本部｣設置

58('83) 1 薬価基準の全面改定 薬剤費に対して4.9％の引下 58('83) 1 家族高額療養費　患者負担限度額　4.5万円→

げ 90％バルクライン→実質81％バルクライン 5.1万円

2 老人点数表の設定 これに伴い医科、歯科点数を微 2 老人保健法施行

来外、度限を月か２、円003日１院入（担負部一整調

１月400円）

59('84) 3 点数表改定 医科3.0％、歯科1.1％、調剤1.0％、 59('84) 3 健康保険 保険料率85/1000→84/1000

平均2.8％引上げ 薬剤費引下げを含めた実質ベー 10 健康保険法改正 日雇労働者健康保険法の廃止、

るれさ合統に険保康健掌管府政げ下引の％3.2均平はでス

退職者医療制度の発足 給付率 本人８割、家族

入院８割、入院外７割

被用者保険本人に一割自己負担導入

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容
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善改の費養療額高月01年95和昭科医１月3年95和昭

(1984) ○救命救急センターなど、救急医療の重点評価と、(1984) ・世帯合算による償還払い（自己負担額が月３万

円以上の同一月のレセプトを同一世帯で合算げ上引の料院入、料理管学医時院入

○プライマリケアの充実で、基礎的な技術料の引 し、合算額から5.1万円を控除した額）

上げ、慢性疾患指導管理料の対象疾患の中で相 ・高額多数該当世帯の負担軽減（直近の12ヶ月間

談・指導に効果があると考えられる疾病につい に合算により支給される高額療養費に係る療養

て重点的に評価するとともに、緊急往診料の加 が４回以上あった世帯について、４回目以降の

）円万３は額度限担負者患設新を算

○ＣＡＰＤの在宅医療への導入、レーザーメスの ・市町村民税非課税者等に対しては合算基準額

対象手術についての加算の拡大、デジタルアン 2.1万円、負担限度額３万円、多数該当の場合

ギオグラフィ（コンピュータ血管造影装置）の の負担限度額は2.1万円

度限担負己自の療治な額高のてったわに間期長・入導の術技療医新の等入導

付給物現は分部るえ越、しと円万１は額正是の院入期長と進推の療医宅在○

設創の度制費養療定特科歯２

歯冠修復及び欠損補綴技術料の引上げ、レジン 健康保険 標準報酬額改定

医らか％54の費療医を率助補庫国の険保康健民国設新の法化硬沢滑面表

薬価基準の全面改定 薬剤費に対して16.6％の引下 療給付費の50％（医療費ベースで39％程度）に改

定げ

60('85) 3 点数表改定 医科3.5％、歯科2.5％、調剤0.2％、 60('85) 4 生活保護法、精神衛生法29条（措置入院）等の国

平均3.3％引上げ 薬剤費引下げを含めた実質ベー 庫負担割合を80/100→70/100

施実の療医進先度高01げ上引％2.1均平はでス

１ 医科

ＮＭＲ（磁気共鳴ＣＴ）、経皮的冠動脈形成術、

超音波メスなどの新医療技術の保険導入

技術料重視の面から、手術料の平均14％の引上

げ、人工透析は４時間で区切り、４時間～５時間

未満の点数引上げ、５時間以上の点数引下げ、そ

の代わり導入期については加算を新設 処方料・

処方せん料の包括化、乙表では入院時医学管理料

に処方料を包括 オートマティックにできる多項

目検査の引下げ 内視鏡検査、病理学的検査の引

上げ

病院入院、診療所入院外を重点評価 病院と診

療所の機能連携等を地域医療計画の中でつくるた

めの誘導策の１つとして、診療情報提供料（入退

院患者紹介料の名称を変更）を新設

２ 歯科

診療報酬の合理化の観点から、再診料、歯内療

法、歯冠修復の合理化を進める一方、技術料重視

も合理化の線で行っている また歯槽膿漏指導管

理料、乳幼児・学童、思春期・妊娠中の患者に対

する歯科口腔衛生指導料を新設

３ 薬局調剤

調剤技術料における劇薬調剤加算の引上げ

61('86) 4 点数表改定医科2.5％、歯科1.5％、調剤0.3％、  61('86) 3 健康保険 保険料率84/1000→83/1000 任意継続

平均2.3％引上げ 薬剤費引下げ等を含めた実質ベ 被保険者については４月１日から（保険料率調整

）るよに用適の定規げ上引％7.0均平はでスー

1.5額度限担負者患費養療額高5科医１ 万円→5.4万円

合理化と医業経営の安定を柱に①病院・診療所 （市町村民税非課税者等の患者負担限度額は３万

の機能別に評価 ②在宅医療の促進 ③長期入院 円の据え置き）

・超過入院の是正 ④技術料の重視 ⑤高度先進

医療の保険導入 ⑥検査料の合理化が行われた

老人診療報酬では、「より適切、効率的な老人

診療報酬の改定」という観点から①在宅医療の促

進 ②入院医療の適正化 ③老人病院にふさわし

い診療報酬の設定

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診
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昭和61年4月 ２ 歯科

(1986) ①技術料重視の診療報酬の確率 ②前装鋳造冠

を保健給付へ導入 ③重度心身障害者等の歯科診

療の確保 ④歯科材料価格基準の改正等による歯

科材料の適正化 ⑤老人診療報酬の適正化

昭和62年 1月 老人保健法改正 ①一部負担 入院１日300円→

(1987) 400円無制限 入院外１月400円→800円（市町村

民税非課税者等は据え置き） ②老人医療費拠出

金加入者按分率の引上げ(44.7％→80％)

老人保健施設モデル事業を新設

「国民医療総合対策本部」設置

3 老人医療費拠出金加入者按分率90％となる

6 「国民医療総合対策本部」中間報告

63('88) 4 点数表改定 医科3.8％、調剤1.7％、平均3.4％引 63('88) 3 公害健康被害補償法の第１種の地域指定を解除

正改と」律法るす関に等償補の害被康健害公「げ上

始開の設施健保人老4科医

良質で効率的な医療の確保の上から①診療所のプ 6 国民健康保険法一部改正

ライマリケア機能、病院の高次機能の評価（高度専 7 精神衛生法を精神保健法に改正

門病院への紹介外来制導入）　 ②長期入院の是正

③在宅医療の推進（在宅医療の部の新設） ④検体

検査全体の再編成 ⑤基本看護料の新設 ⑥高度医

療技術の再評価が行われた

6 歯科1.0％引上げ 薬剤、歯科材料の引下げを含め

た実質ベースでは0.5％引上げ

平成元年 4 点数表改定 平均0.11％引上げ 薬価基準の引上げ 平成元年 4 生活保護法、精神保健法29条等の国庫負担割合を

('89) 2.4％を含めた実質ベースでは0.76％の引上げ ('89) 7/10→3/4として恒久化

(1989.4.1消費税の導入に伴う１か月分の在庫調整 6 高額療養費　患者負担限度額5.4万円→5.7万円

万３は額度限担負者患の等者税課非税民村町市（）のもたし

消費税の導入に伴い、その円滑かつ適正な転嫁を確 円→３万1800円）

保する観点から、消費税の影響が明らかであると考

えられる代表的な診療報酬点数について引上げを行

った

2('90) 4 点数表改定  医科4.0％、 歯科1.4％、 調剤1.9％、　 2('90) 3 老人医療費拠出金加入者按分率が100％となる

平均3.7％の引上げとなっており、薬価基準の9.2％      健康保険 保険料率83/1000→84/1000

の引下げ（医療費ベースで2.7％）と併せて実質1.0 正改部一法険保康健民国6

たっなとげ上引の％

技術料重視の方針の下に診療報酬の合理化を図る

見地から診療報酬の決定を行うとともに、医療機関

の機能、特質に応じた評価、入院の適正化、在宅医

療の推進、検査の適正化、老人医療の見直しを行っ

た

（老人診療報酬に特例許可老人病院入院医療管理料

が新設された）

3('91) 5 高額療養費 患者負担限度額5.7万円→６万円（市

町村民税非課税者等の患者負担限度額は３万1800

円→３万3600円）

9 老人保健法の改正

１ 老人訪問看護制度の新設（４年４月）

２ 介護に着目した公費負担割合の拡大

30％→50％（４年１月）

３ 一部負担金の額の改正とスライド制の導入

（４年１月）

４ 老人保健施設入所対象者の拡大（４年１月）

（65歳未満の初老期痴呆患者可）

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診
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平成 4年 4月 点数表の改定 医科5.4％、歯科2.7％、調剤1.9％、 平成 4年 1月 老人医療費一部負担 入院 １日400円→600円

円009→円008月１外院入)2991(療医（げ下引％1.8の準基価薬、げ上引の％0.5均平)2991(

費ベースで2.5％）と併せて実質2.5％の引上げとな

律法るす正改を部一の等法険保康健4たっ

病院、診療所の評価の明確化、医療機関の機能、 １ 健康保険料率84/1000→82/1000

特質に応じた評価を行うとともに、基準看護の適正 国庫補助率の引下げ164/1000→130/1000

な評価等良質な看護サービスの安定化、効率的供給 （老人保健拠出金は164/1000で据え置き）

の確保に努める （甲、乙表二の差違の縮小） ２ 標準報酬等級の上下限改定(10月)

○薬価算定方式をバルクラインから加重平均方式に 下限 68,000円→ 80,000円

円000,089→円000,017限上用適険保ンロェフータンイ薬の炎肝○

律法るす正改を部一の法療医7用適険保ズンレ内眼の者患障内白○

１ 医療のめざすべき方向

２ 医療施設機能の体系化（１年以内）

（特定機能病院、療養型病床群）

３ 医療に関する適切な情報提供（１年以内）

４ 業務委託の水準確保

５ 医療法人の業務範囲として疾病予防施設の明

示

看護婦等の人材確保の促進に関する法律

１ 厚生、労働、文部の三省が看護婦養成などの

基本指針を策定する

２ 看護婦が一定配置基準より少ない病院に看護

婦等確保推進者を置く

律法るす正改を部一の法険保康健民国4)39'(5定改の表数点4)39'(5

４年７月の医療法改正により特定機能病院及び療養 １ 国保財政安定化支援事業の制度化

型病床群が制度化されたことを受け、これら施設の ２ 保険基盤安定制度にかかる国庫負担の変更

機能及び特性に応じ適切な評価を行うとともに、特 （1/2の定率負担から100億円の定額負担）

円007→円006日１院入担負部一費療医人老る図を用活の度制費養療定

入院外１月 900円→1,000円

5 高額療養費 患者負担限度額６万円→6.3万円（市

町村民税非課税者等の患者負担限度額は３万3600

円→３万5400円）

12 医療保険審議会建議

「保健給付の範囲・内容の見直しに関する建議」

6('94) 4 点数表の改定・新設 医科3.5％、歯科2.1％、調剤 6('94)10 健康保険法等の一部を改正する法律

2.0％、平均3.3％の引上げ、薬価基準の6.6％引下 健康保険法、国民健康保険法等の医療保険制度

げ（医療費ベースで2.1％）と併せて実質1.2％の引 及び老人保健福祉制度を一括して改正（保険給付

）正改るす関に質・容内のたっなとげ上

中医協診療報酬基本問題小委員会の報告の検討の １ 療養の給付の規定の整備

方向を踏まえ、昭和33年以来の現行診療報酬体系を ２ 付添看護療養費の廃止

改革するとともに、医療機関の機能・特質に応じた ３ 訪問看護療養費の創設

評価、技術の重視、在宅医療の推進、老人患者の心 ４ 入院時食事療養費の創設

身の特性にふさわしい医療の推進、薬剤使用・検査 （定額の患者一部負担導入）

の適正化などを図り、診療報酬の合理化を推進しな 入院時食事療養費に係る標準負担額

円006般一るす応対に化様多のズーニ者患、らが

等帯世税課非税民村町市化本一の表数点のつ二乙甲○

円054院入のでま目月ヶ３）定制の表数点酬報療診新（

円003院入の降以目月ヶ４施実階段二の月01と月４を定改○

円002者権給受金年祉福齢老）のもう伴に正改の等法険保康健は月01（

化付給金現の費送移５）算加の料境環院入（入導の差域地○

６ 出産育児一時金の創設

７ 標準報酬月額の下限改定80,000円→92,000円

８ 療養取扱機関の廃止、保険医療機関へ統合

９ 社会福祉施設入所者に対する住所地主義の特

例（７年４月）
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平成 6年10月 点数表の改定 医科1.7％、歯科0.2％、調剤0.1％、 平成 6年10月 10 老人保健施設等の整備に対する助成制度の創

設)4991(げ上引の％5.1均平)4991(

「疾病リスクに対する経済的不安の解消」、「サービ 11 老人保健福祉審議会の創設

スの質の向上や患者ニーズの多様化への対応」、「費

用負担の公平化」、「給付の重点化」を基本理念とし

て行われた医療保険制度・老人保健福祉制度の改定

と一体のものとして、①新看護体系の創設と付添看

護・介護の解消、②在宅医療推進のための評価、③

基準給食の見直し及び食事の質の向上に対する評価

などを行い、良質かつ適切な医療を提供するもので

ある

○患者２人に対し看護要員１人体制づくりの推進

○訪問看護ステーションによる訪問看護事業の対象

を難病患者、重度障害者、精神障害者等に拡大

○基準給食を入院時食事療養費に改編し、多様なメ

ニューの提供、食堂での食事、入院時の栄養食事

指導など入院患者の食事の質の向上

7('95) 4 国民健康保険法等の一部を改正する法律

１ 国保財政安定化支援事業及び保険基盤安定制

度に係る暫定措置の２年間継続

２ 応益割合に応じた保険料（税）軽減制度の創

設

３ 精神・結核医療に係る住所地特例の創設

４ 老人医療費拠出金の算定に用いられる老人加

入率の上下限を引上げ

５ 公費負担割合５割となる老人医療費の対象の

拡大

老人医療費一部負担

入院外 １月1,000円→1,010円

（入院は１日700円据え置き）

7 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律

原子爆弾被爆者に対する医療等に関する法律と原

子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律を一

本化

精神保健法の一部を改正する法律

結核予防法の一部を改正する法律

・法律の題名を「精神保健法」から「精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律」に改正

・精神医療及び結核医療に係る公費負担医療の公

費優先の仕組みを保険優先の仕組みに改正
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改定年月 内 容 施行年月 内 容



― 116 ―

平成 8年 4月 点数表の改定 医科3.6％、歯科2.2％、調剤1.3％、 平成 8年 4月 らい予防法廃止

(1996) 平均3.4％の引上げ 薬価基準の6.8％引下げ（医療 (1996) 老人医療費一部負担 入院１日 700円→ 710円

費ベースで2.6％）と併せて実質0.8％の引上げ 円020,1→円010,1月１外院入なと

円006,36→円000,36額度限担負者患費養療額高6たっ

療養型病床群の整備の促進、急性期医療と長期療 （市町村民税非課税者等の患者負担限度額は

養の適正な評価、病院・診療所の機能分担の推進等 35,400円）

診療報酬の面から医療機関の機能分担と連携を積極 7 「国民医療総合政策会議」設置

的に推進するとともに、薬価の設定方式の見直しと 10 入院時食事療養費に係る標準負担額

併せて、医薬品の適正使用や適正な医薬分業を推進 一般 600円→700円

する診療報酬上の措置を講ずることにより、薬剤費 市町村民税非課税世帯等

の問題について構造的な施策を講ずる等、診療報酬 ３ヶ月目までの入院 450円→650円

円005→円003院入の降以目月ヶ４るあでのもるすとうも組り取に化理合の

また、薬剤費の適正化等の一方、急性期医療、小 老齢福祉年金受給権者 200円→300円

児医療、精神医療、歯周疾患治療等ニーズの高い分

野については、技術料を重点的に評価し良質な医療

を確保しようとするものである

さらに、患者の医療ニーズの高度化等に対応する

ため、患者に対する情報提供を推進するとともに、

患者の選択を前提に特定療養費制度の活用を図るこ

ととしている

○一般病院から療養型病床群への転換の促進、病院

・診療所の機能分担を踏まえた適正な評価等によ

り医療機関の機能分担を推進

○３歳未満児の外来診療を１日単位で包括化

○老人の慢性疾患に対する外来医療の包括化

9('97) 4 点数表の改定 消費税引上げに伴う改正は0.77％ 9('97) 8 21世紀の医療保険制度（厚生省案）-医療保険及

(診療報酬分0.32％、薬価基準等分0.45％）、診療報 び医療提供体制の抜本的改革の方向-発表

酬の合理化を図るための改定は0.93％、併せて1.70 9 健康保険等の一部を改正する法律

％の引上げ、薬価基準は4.4％(医療費ベースで1.27 １ 健康保険法の一部改正

％)、特定保険医療材料0.05％、併せて医療費ベー ①被保険者本人の療養の給付等に係る一部負担

スで1.32％の引下げとなり、全体では実質0.38％の の割合について１割とする経過措置を廃止

るすと割２るす定規に則本律法、しるいてっなとげ上引

消費税率の引上げに伴う臨時特例的な措置とし ②入院外の薬剤の支給に一部負担を設ける

て、保険医療機関等の消費税負担について、診療報 内服薬１日分につき １種類 0円

円03類種３～２革改度制険保療医、にもととう行を定改の要所の酬

円06類種５～４進推を化正適・化理合の酬報療診、てっなに体一と

円001上以類種６院在均平の国が我、めたのこるあでのもくいてし

日数は諸外国と比べても長いこと等に鑑み、長期入 外用薬 １種類 50円

円001類種２入期性急い短の間期院在、方一む組り取に正是の院

円051上以類種３け向に化率効の療医、かほる図を実充はていつに院

た医療技術等の評価、診療報酬体系の見直しに向け 頓服薬1種類につき 10円

た国立病院等における入院医療定額払い方式の試行 ＊６歳未満の者の薬剤負担は免除

げ上引の率料険保の険保康健掌管府政③む組り取に等

○保険医療機関の平均在院日数に応じた入院時医学 8.2％→8.5％

管理料の体系化 ④医療保険福祉審議会(政令で定める)の設置

健民国２価評の等術技療医たけ向に化率効の療医○ 康保険法の一部改正

○国立病院等における入院医療定額払い方式の試行 ①入院外の薬剤の支給に一部負担を設ける

容内じ同と正改部一の法険保康健化理合素簡の表数点○

②保険基盤安定制度に係る国庫負担額の特例措

置を平成10年度までとし、段階的に増額

③国民健康保険組合に対する国庫補助見直し
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平成 9年 9月 ３ 老人保健法の一部改正

(1997) ①老人医療費の一部負担

入院 １日 710円→1,000円(９年度)

1,100円(10年度)

1,200円(11年度)

低所得者 300円→ 500円

入院外 １月1,020円→１日につき500円

（同一保険医療機関月４回限度）

（注）入院、入院外の一部負担の額は、２年ご

とに１日当たり医療費の額に10円以上の変

動がある場合改定する 入院外は平成11年

度、入院は平成13年度以降

②入院外の薬剤の支給に一部負担を設ける

健康保険法の一部改正と同じ内容

＊低所得者(市町村民税非課税世帯等に属する

老齢福祉年金受給者)の薬剤負担は免除

10 臓器の移植に関する法律施行

平成10年4月 点数表の改定 医科1.5％、歯科1.5％、調剤0.7％、

(1998) 平均1.5％の引上げ、薬価基準平均9.7％（医療費ベ

ース2.8％）の引下げと併せて、実質1.3％の引下げ

となった

医療機関等における人件費・物件費の上昇に相当

するものとして1.5％の改定を行うとともに、医科

については、長期入院の是正や検査・画像診断の適

正化等の合理化を行い、その合理化相当分の財源を

急性期医療の評価や患者に対する情報提供の推進等

に充てることとしたものである

11('99) 4 老人医療費一部負担

入院 １日1,100円→1,200円

入院外１日 500円→ 530円

7 老人医療費一部負担 薬剤の一部負担を国が代わ

って支払うことを内容とする臨時特例措置を実施

12(2000)4 点数表の改定 医科2.0％、歯科2.0％、調剤0.8％、 12(2000)4 介護保険制度施行

平均1.9％の引上げ、薬価基準平均7.0％の引下げ(医

療費ベース1.7％)と併せて、実質0.2％の引上げと

なった

改正の主要事項としては、①入院基本料の創設等

包括化の推進と逓減制の見直し ②急性期特定病院

加算や再診料の継続管理加算等医療機関の機能に応

じた評価の充実 ③手術料の体系的な見直しや処方

料の引上げ等「もの」と「技術」の適正評価のほか、

介護保険制度の施行に向けた評価を充実させている

13('01) 1 改正健康保険法等の施行

１ 老人の患者負担の見直し

入院 定額負担１日1,200円

→定率１割負担（月額上限37,200円、

低所得者は上限24,600円）

入院外 定額負担１日530円（月４回まで）

＋薬剤一部負担

→定率１割負担（月額上限3,000円、

大病院（200床以上）5,000円）、

診療所は定額負担１日800円（月４回

まで）と定率１割負担とを選択

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容



― 118 ―

平成13年 1月 ２ 高額療養費の見直し

(2001) 一般 63,600円

→・一般 63,300円（平均月収の22％）

＋（医療費－318,000円）×１％

・上位所得者（月収56万円以上）

121,800 円（月収56万円の22％）

＋（医療費－609,000円）×１％

（低所得者は35,400円に据置き）

３ 保険料率上限の見直し

一般保険料率＋介護保険料率≦91‰（＊）

→一般保険料率≦91‰（＊）

（＊健保組合は95‰)

４ その他

①老人に係る薬剤一部負担臨時特例措置法の廃

止

②入院時食事療養費標準負担額の見直し

一般 760円→780円（低所得者は据え置き）

平成14年 4月 点数表の改定 診療報酬本体をはじめて1.3％引き 14('02)10 健康保険法等の一部を改正する法律

(2002) 下げ、薬価改定等1.4％引き下げと併せて、全体と Ⅰ 高齢者医療制度の改革

）１＊（し直見の担負者患１たっなとげ下き引の％7.2てし

負割１率定は担負者患の者齢高の上以歳07①主な改正内容は①効率的な医療提供体制の評価

）担負割２率定は者の得所の上以定一（担適の術技療医③価評の療医たじ応に性特の者患②

額定るけおに所療診び及制限上額月の来外見の料術技連関剤薬と化正適の用使剤薬④価評正

止廃は制択選担負し直見の度制費養療定特⑤し直

②自己負担限度額について、低所得者に配慮

しつつ見直し

２ 老人医療費拠出金等に係る見直し（＊１）

①老人医療の対象年齢を70歳以上から75歳以

上に５年間で段階的に引上げ

②公費負担の割合を３割から５割に５年間で

段階的に引上げ（一定以上の所得の者に係

る医療費は公費負担の対象外）

③老人医療費拠出金の算定に係る老人加入率

上限（現行30％）の撤廃

④退職者に係る老人医療費拠出金は、退職者

医療制度において全額負担

⑤保険者の保険財政に占める老人医療費拠出

金の持ち出し額の割合に係る調整措置につ

いては、現行維持

３ 老人医療費の伸びを適正化するための指針

（＊１）

Ⅱ 医療保険制度の改革

１ 保険給付（患者負担）の見直し

①７割給付で保険間の給付率を統一（＊２）

②外来薬剤一部負担の廃止（＊２）

③３歳未満の乳幼児に係る給付率は８割

（＊１）

④自己負担限度額について、低所得者に配慮

しつつ見直し（＊１）

２ 保険料の見直し（＊２）

①被用者保険について、総報酬制を導入

②政管健保の保険料率の見直し

３ 国民健康保険制度の財政基盤の強化

○保険料（税）の算定方法の見直し（＊２）

等
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平成14年10月 Ⅲ その他

(2002) １ 医療保険制度の改革等

２ 関係制度の改正

○船員保険、共済制度について、健康保険に

準じて改正

３ その他

注：（＊１）平成14年10月実施

（＊２）平成15年４月実施

平成16年 4月 点数表の改定 医科±0、歯科±0、調剤±0、平均

(2004) ±0、薬価基準平均3.8％（医療費ベース1.0％）の

引下げと併せて実質1.0％の引下げとなった

主な改正内容

１ 医療技術の適正な評価

①難易度、時間、技術力等を踏まえた評価

②医療技術の評価、再評価

③歯科固有の技術の評価

④調剤技術の評価

２ 医療機関のコスト等の適切な反映

①疾病の特性等に応じた評価、急性期入院医療等

の評価、小児医療の評価、精神医療の評価、在

宅医療の評価

②医療機関等の機能に応じた評価（医師の新臨床

研修制度の導入に併せ、臨床研修機能の整備に

伴う医療の質の向上の評価及び外来医療におけ

る医療機関の機能分担の明確化の観点から、病

院・診療所間の初診料の格差の是正、外来診療

料の包括範囲の拡大）

３ 患者の視点の重視

①情報提供の推進 ②患者による選択の重視

４ 診療報酬体系の在り方

加算・減算・逓減制・算定制限等について、簡

素・合理化の第一歩として、一部項目について見

直しを行うとともに、事務処理についても簡素・

合理化を図る 老人の診療特性等を踏まえた見直

しの第一歩として、歯科診療報酬の一部項目につ

いて、一般、老人診療報酬の統合を図る

５ その他

酸素価格の特例及び入院基本料における離島加

算の新設により、特定地域へのきめ細かな対応を

図る

17('05) 4 国民健康保険法等の一部を改正する法律

都道府県調整交付金の導入 （負担割合 7/100）

（平成17年度は5/100）

国庫財政調整交付金 10/100→9/100

療養給付費等国庫負担金 40/100→34/100

（平成17年度は36/100）

保険基盤安定制度（保険料軽減分）

国庫 1/2→0

都道府県 1/4→3/4

市町村 1/4→1/4

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容
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平成18年 4月 点数表の改定 医科△1.5％、歯科△1.5％、調剤△ 平成18年 3月 石綿健康被害救済制度の創設

(2006) 0.6％、平均△1.36％、薬価基準平均△6.7％（医療 (2006)

費ベース△1.8％）と併せて実質3.16％の引き下げ 4 自立支援医療制度の創設

）法祉福健保神精（療医院通神精たっなと 、更生医療（身

）法祉福者害障体容内正改な主 、育成医療（児童福祉法）は、

１ 患者から見て分かりやすく、患者の生活の質（Ｑ 障害者自立支援法にもとづく自立支援医療に移

るれさ行点視るす現実を療医るめ高を）ＬＯ

①診療報酬体系の簡素化 ②医療費の内容の分か

る領収証の交付 ③患者の視点の重視 ④生活習 入院時食事療養費に係る標準負担額

慣病等の重症化予防に係る評価 ⑤手術に係る評 一般 １日780円→１食260円

価 （１日３食を限度 以下同）

２ 質の高い医療を効率的に提供するために医療機 市町村民税非課税世帯等

円012食１→円056日１院入のでま目月ヶ３点視るす進推を携連・化分の能

円061食１→円005日１院入の降以目月ヶ４価評る係に診再初②価評る係に療医宅在①

③ＤＰＣに係る評価 ④リハビリテーションに係 老齢福祉年金受給権者 １日300円→１食100円

る評価 ⑤精神医療に係る評価

３ 我が国の医療の中で今後重点的に対応していく

べきと思われる領域の評価の在り方について検討

する視点

①小児医療及び小児救急医療に係る評価 ②産科

医療に係る評価 ③麻酔に係る評価 ④病理診療

に係る評価 ⑤急性期入院医療に係る評価 ⑥医

療のＩＴ化に係る評価 ⑦医療安全対策等に係る

評価 ⑧医療技術に係る評価

４ 医療費の配分の中で効率化余地があると思われ

る領域の評価の在り方について検討する視点

①慢性期入院医療に係る評価 ②入院時の食事に

係る評価 ③コンタクトレンズに係る診療の評価

④検査に係る評価

⑤歯科診療報酬

○かかりつけ歯科医初・再診料の廃止

○歯科医師臨床研修の評価

○患者の視点の重視（指導管理等における患者

への情報提供）

○歯科疾患の指導管理体系の見直し（歯科疾患

総合指導料の新設等）

○歯周疾患の評価の見直し（機械的歯面清掃加

算の新設、歯周基本治療及び歯周外科手術の

見直し）

⑥調剤報酬

○調剤基本料の見直し

○調剤料の見直し

○調剤報酬における指導管理料の見直し

○医薬品品質情報提供料の見直し

⑦その他

○後発医薬品の使用促進のための環境整備を図

る観点から、処方せんの様式を変更する

○医療法上の医師、看護師等の人員配置数を一

定の比率以上欠く場合に、入院基本料の減額

を行う現行の取り扱いについて、再構成する

○複合病棟における看護職員の配置基準は、一

般病床については平成18年３月以降医療法上

の人員配置標準を下回ることから、平成18年

9月30日限りで廃止する

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容
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平成18年 4月 ○慢性維持透析患者外来医学管理料に係る評価 平成18年10月 健康保険法等の一部を改正する法律

(2006) の引き下げ、人工腎臓の夜間及び休日加算に (2006) Ⅰ 保険給付の内容・範囲の見直し

係る評価の引き下げ、エイリスロポエチン製 １ 高齢者の患者負担の見直し

剤の人工腎臓への包括評価など、透析医療に ①現役並み所得の70歳以上の者は３割負担

）～月01年81成平（う行を化正適の価評る係

○長期投薬に係る評価を引き上げるとともに、 ②新たな高齢者医療制度の創設に併せて高齢

）～月４年02成平（し直見の担負の者るげ下き引を料んせ方処てせ併

割２→割１歳47～歳07・点観る図を合整のと式方定決格価の料材や薬○

）りおど行現（割１上以歳57・正適の格価示告、もていつに格価素酸、らか

）みの度年02成平（置措減軽の別特※う行を化

・70歳～74歳 １割のまま据え置き

２ 療養病床に入院している高齢者の食費・居

住費の負担引き上げ（平成18年10月～）

・入院時生活療養費(Ⅰ)

食費１食460円 居住費１日320円

・入院時生活療養費(Ⅱ)

食費１食420円 居住費１日320円

※１ 低所得者対策として、所得の状況に応

じて食費及び居住費の標準負担額を設定

し、負担の軽減を図る

※２ 新たな高齢者医療制度の創設に伴う措

置として､平成20年４月から65歳以上

70歳未満の者について同様の負担の見直

しを行う

３ 高額療養費の基準額（自己負担限度額）の

見直し

①低所得者に配慮しつつ、賞与を含む報酬総

額に見合った水準に引き上げ

②人工透析患者のうち所得の高い者につい

て、自己負担限度額の引き上げ

１万円→２万円（平成18年10月～）

③高齢者医療制度の創設に併せ、70歳以上

75歳未満の患者負担が変更となることに伴

い、自己負担限度額を70歳未満の者

（80,100円）と75歳以上の者（44,400円）

の中間水準に設定する（平成20年４月～）

※低所得者の自己負担限度額については、

据え置く

４ 乳幼児に対する自己負担軽減措置の拡大

乳幼児に対する自己負担軽減（２割負担）

の対象年齢を３歳未満から義務教育就学前ま

で拡大（平成20年４月～）

５ 高額医療・高額介護合算制度の創設

医療保険及び介護保険の自己負担の合計額

が著しく高額になる場合に負担を軽減する仕

組みを設ける（平成20年４月～）

６ 保険外併用療養費の創設（従来の特定療養

費を再編したもの）（平成18年10月～）

評価療養（先進医療など将来的に保険給付

の対象として認めるかどうかについて評価が

必要な療養）、選定療養（特別療養室への入

院など保険導入を前提としない被保険者・被

扶養者の選定による療養）は、その基礎部分

が保険外併用療養費として現物給付され、評

価療養・選定療養にかかる料金は患者が自費

で支払う

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容



診療報酬改定・薬価基準改定 健康保険法改正等・その他医療費関連事項

改定年月 内 容 施行年月 内 容

平成20年 4月

(2008)

点数表の改定 医科0.42％、歯科0.42％、調剤0.17 

％、平均0.38％、薬価基準平均△5.2％（医療費ベ 

ース△1.1％）と併せて実質0.82％の引き下げとな 

った

主な改正内容

緊急課題 産科や小児科をはじめとする病院勤務医

の負担の軽減

①産科・小児科への重点評価 ②診療所・病院の

役割分担等 ③病院勤務医の事務負担の軽減 ④

救急医療対策

平成18年10月

(2006)

19('07) 4

20('08) 4

Ⅱ 新たな高齢者医療制度の創設（平成20年４月）

○ 75歳以上の後期高齢者については、その心

身の特性や生活実態等を踏まえ、平成20年度

に独立した医療制度を創設する

○ あわせて、65歳から74歳の前期高齢者につ

いては、退職者が国民健康保険に大量に加入

し、保険者間で医療費の負担に不均衡が生じ

ることから、これを調整する制度を創設する 

○ 現行の退職者医療制度は廃止する ただ

し、現行制度からの円滑な移行を図るため、

平成26年度までの間における65歳未満の退職

者を対象として現行の退職者医療制度を存続

させる経過措置を講ずる

Ⅲ 都道府県単位を軸とした保険者の再編・統合

○ 都道府県単位を軸とする医療保険者の再編

・統合

改正医療法施行

１ 患者等への医療の情報提供の推進

２ 医療計画制度の見直し等を通じた医療機能

の分化・連携の推進

３ 地域や診療科による医師不足問題への対応

４ 医療安全の確保

５ 医療従事者の資質の向上

６ 医療法人制度改革

７ 有床診療所に対する規制の見直し（19年

１月実施）

標準報酬月額の区分を上下に拡大

第１級 98,000円 ～ 第39級 980,000円

→第１級 58,000円 ～ 第47級 1,210,000円

標準賞与月額の上限改定

１か月当たり200万円→年度の累計額540万円

健康保険法第３条第２項被保険者（日雇特例被保

険者）

標準賃金日額の下限改定

１級1,334円、２級2,000円、３級3,000円

→１級3,000円

70歳未満の者の入院等に係る高額療養費が現物給

付化

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律等の一部を改正する法律

結核予防法を廃止し、結核医療について取り扱

う

高齢者の医療の確保に関する法律施行

老人保健法を、法の目的や趣旨を踏襲しつつ、

それを発展させるものとして「高齢者の医療の

確保に関する法律」へと改正

１ 高齢者を65～74歳の前期高齢者と75歳以

上の後期高齢者に分けて、後期高齢者につ

いては、老人保健制度を廃止し、独立した

医療制度を創設する 70～74歳の患者負担

は２割だが、平成21年3月まで1割に凍結
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診療報酬改定・薬価基準改定 健康保険法改正等・その他医療費関連事項

改定年月 内 容 施行年月 内 容

平成20年 4月

(2008)

22('10) 4

１ 患者から見て分かりやすく､患者の生活の質(Ｑ

ＯＬ）を高める医療を実現する視点

①医療費の内容の情報提供 ②分かりやすい診療

報酬体系等 ③生活を重視した医療 ④保険薬局

の機能強化

２ 質の高い医療を効率的に提供するために医療機

能の分化・連携を推進する視点

①質の高い効率的な入院医療の推進 ②質の評価

手法の検討について ③医療ニーズに着目した評

価 ④在宅医療の推進 ⑤精神障害者の療養生活

支援 ⑥歯科医療の充実 ⑦調剤報酬の見直し

３ 我が国の医療の中で今後重点的に対応していく

べきと思われる領域の評価の在り方について検討

する視点

①がん医療の推進 ②脳卒中対策 ③自殺対策・

子どもの心の対策 ④医療安全の推進と新しい技

術等の評価 ⑤オンライン化・ＩＴ化の促進

４ 医療費の配分の中で効率化の余地があると思わ

れる領域の評価の在り方について検討する視点

①新しい技術への置換え ②後発医薬品の使用促

進等 ③その他の効率化や適正化すべき項目等

５ 後期高齢者の診療報酬

①入院医療 ②在宅医療 ③外来医療 ④終末期

医療

点数表の改定 医科1.74％、歯科2.09％、調剤0.52 

％、平均1.55％、薬価基準平均△5.75％（医療費ベ 

ース△1.36％）と併せて実質0.19％の引き上げとな 

った

主な改正内容

重点課題への対応

①救命救急センター、二次救急医療機関の評価

②ハイリスク妊産婦管理の充実、ハイリスク新生

児に対する集中治療の評価 ③手術料の引き上

げ、小児に対する手術評価の引き上げ ④医師事

務作業補助体制加算の評価の充実、多職種からな

るチーム医療の評価

４つの視点（充実が求められる領域の評価、患者か

ら見てわかりやすい医療の実現など）

がん医療・認知症医療・感染症対策・肝炎対策の

推進、明細書の無料発行など

後期高齢者医療の診療報酬

75歳という年齢に着目した診療報酬体系の廃止

１ 救急医療の評価の充実

①救急入院医療の充実 ②地域の連携による救急

外来の評価

２ 産科・小児医療の評価の充実

①ハイリスク妊産婦管理の充実・拡大 ②新生児

集中治療の評価 ③小児の入院医療の充実

３ 病院勤務医の負担の軽減

①病院勤務医の負担の軽減 ②手厚い人員体制に

よる入院医療の評価 ③多職種からなるチームに

よる取り組みの評価

平成20年 4月

(2008)

10

21('09）4

22('10) 1

4

5

23('11) 4

２ 65～74歳の前期高齢者については、退職

者が国民健康保険に大量に加入し、保険者

間で医療負担の不均衡が生じていることか

ら、これを調整する制度を創設し、現行の

退職者医療制度は廃止する

ただし、平成26年度までの間に65歳未満 

の退職者（被用者保険に20年以上加入）と

なる者については、引き続き退職者医療制

度の対象者とする経過措置を講ずる

高額医療・高額介護合算療養費制度

１年間（毎年８月１日～翌年７月31日）の医

療保険と介護保険における自己負担の合算額

が著しく高額となる場合に、自己負担を軽減

する仕組みを設ける 支給限度額は一般で年

間56万円

健康保険法の一部改正

政府管掌健康保険の公法人化

政府管掌健康保険は、平成20年10月より、国 

から公法人（全国健康保険協会）を保険者とし

て設立

平成21年度も70～74歳の者の窓口負担を１割に据
え置き

船員保険制度改正

職務上の疾病による医療費が労災保険制度に統

合

平成22年度も70～74歳の者の窓口負担を１割に据
え置き                   

医療保険制度の安定的運営を図るための国民健康

保険法等の一部を改正する法律

平成22年度から24年度までの間、協会けんぽの

国庫補助割合を13％から16.4％に引き上げ

（平成22年7月1日施行）

平成22年度から24年度までの間、後期高齢者支

援金の算定の特例として、その３分の１の部分

について、各被用者保険者の負担能力に応じた

分担方法（現行の加入者数割から総報酬割に変

更）を導入（平成22年7月1日施行）

平成23年度も70～74歳の者の窓口負担を１割に据
え置き                   

-  123  -
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平成22年 4月 ４ 手術料の適正な評価

(2010) ①外保連試案を活用した手術料の引き上げ ②小

児に対する手術評価の引き上げ ③新規医療技術

の保険導入

５ 明細書発行の推進

①明細書発行の推進 ②診療報酬上の支援

24('12) 4 点数表の改定 医科1.55％、歯科1.70％、調剤0.46 平成24年 4月 外来診療に係る高額療養費が現物給付化

％、平均1.38％、薬価基準平均△6.00％（医療費ベ （2012）　 平成24年度も70～74歳の者の窓口負担を１割に据

ース△1.38％）と併せて実質0.004％の引き上げと え置き

律法るす正改を部一の法険保康健民国たっな

主な改正内容 都道府県の財政調整機能の強化と保険財政共同

道都、めたの等施実な滑円の大拡の業事化定安目項点重

き引に％9らか％7の等費付給を金付交整調県府減軽担負の者事従療医なき大の担負１

①救急・周産期医療の推進 ②病院医療従事者の 上げ（これに伴い、定率国庫負担は給付費等の

勤務体制の改善等の取組 ③救急外来や外来診療 32％とした）

の機能分化 ④病棟薬剤師や歯科等を含むチーム

医療の促進

２ 医療と介護等との機能分化や円滑な連携、在宅

医療の充実

①在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携の促

進 ②看取りに至るまでの医療の充実 ③在宅歯

科・在宅薬剤管理の充実 ④訪問看護の充実、医

療・介護の円滑な連携

３ がん治療、認知症治療などの医療技術の進歩の

促進と導入

①医療技術の適切な評価、がん医療や生活習慣病

対策、精神疾患・認知症対策、リハビリの充実、

生活の質に配慮した歯科医療 ②医療安全対策、

患者への相談支援対策の充実 ③病院機能にあわ

せた入院医療、慢性期入院医療の適正評価、資源

の少ない地域への配慮、診療所の機能に応じた評

価 ④後発医薬品の使用促進、長期入院の是正、

市場実勢価格を踏まえた医薬品等の適正評価

25('13)４ 平成25年度も70～74歳の窓口負担を１割に据え置

き

　　　 ５ 健康保険法等の一部を改正する法律

協会けんぽに対する平成22年度から24年度まで

の財政支援措置（①国庫補助割合、②後期高齢

者支援金の負担方法）を２年間延長する等の措

置

26('14) 4 点数表の改定 診療報酬本体0.73％（0.63％）、各 26('14)４ 70～74歳の患者負担特例措置の見直し

科改定 医科0.82％（0.71％）、歯科0.99％（0.87 ・平成26年4月に新たに70歳になる者（69歳ま

％）、調剤0.22％（0.18％）、薬価改定等△0.63％（0. で3割負担だった者）から、段階的に法定負

73％）であり、全体で0.10％（1.36％）の改定とな 担割合（2割）とする

己自の費養療額高、め含を者得所低、際のそ・たっ

※（ ）内は、消費税率引き上げに伴う医療機関等 負担限度額を据え置く

の課税仕入れにかかるコスト増への対応分 ・平成26年3月末までに既に70歳に達している

るす続継を）割1（置措例特、は者題課点重

医療機関の機能分化・強化と連携、在宅医療の充実

等

１入院医療 ２外来医療の機能分化・連携の推進

３在宅医療を担う医療機関の確保と質の高い在宅医

療の推進 ４医療機関相互の連携や医療・介護の連

携の評価

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容
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項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容

平成27年 4月 国民健康保険の保険料（税）の賦課（課税）限度

（2015） 額について、81万円から85万円に引き上げる（平

成27年度分の保険料（税）から実施）

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健

康保険法等の一部を改正する法律

5 ・協会けんぽの国庫補助率を「当分の間16.4％」

と定めるとともに、法定準備金を超える準備金

に係る国庫補助額の特例的な減額措置を講ずる

・被用者保険者の後期高齢者支援金について、段

階的に全面総報酬割を実施

（27年度：1/2総報酬割→28年度：2/3総報酬割

→29年度：全面総報酬割）

平成28年 4月 点数表の改定 診療報酬本体0.49％、各科改定 医 28('16) 4 ・負担の公平化等（①入院時の食事代について段

（2016） 科0.56％、歯科0.61％、調剤0.17％、薬価△1.22％ 階的に引き上げ ②紹介状なしの大病院受診時

（このほか、市場拡大再算定による薬価の見直しに の定額負担の導入 ③標準報酬月額の上限額を

より△0.19％、年間販売額が極めて大きい品目に対 引き上げ（121万円から139万円に))

する市場拡大再算定の特例の実施等により△0.29 ・被保険者の所得水準の高い国保組合の国庫補助

％） 、ていつにたっなと％11.0△格価料材、 所得水準に応じた補助率に見直し（被

いなじ生が響影に合組い低の準水得所の者険保点視的本基の定改

１ 「地域包括ケアシステム」の推進と、「病床の よう、調整補助金を増額）

機能分化・連携」を含む医療機能の分化・強化・ 国民健康保険の保険料（税）の賦課（課税）限度

連携を一層進めること 額について、85万円から89万円に引き上げる（平

①「病床の機能分化・連携」の促進 ②多職種の 成28年度分の保険料（税）から実施）

活用による「チーム医療の評価」、「勤務環境の改 10 短時間労働者への被用者保険の適用拡大

善」 ③質の高い「在宅医療・訪問看護」の確保 １週間の所定労働時間及び１月の所定労働日数

、もてっあで満未３の分４の者働労の常通が等

２ 「かかりつけ医等」のさらなる推進など、患者 （１）週の所定労働時間が20時間以上、（２）

勤とこるす現実を療医な全安・心安てっとに 務期間が１年以上見込まれること、（３）月

①かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ 額賃金が8.8万円以上、（４）学生以外、（５）

の上以人105員業従等価評の局薬・師剤薬 企業に勤務していること、

３ 重点的な対応が求められる医療分野を充実する の５つの条件を全て満たす場合は、平成28年10

か月４年92成平。るれさ用適が険保会社らか月とこ

①緩和ケアを含む質の高いがん医療の評価 ②認 らは、500人以下の企業も、労使の合意に基づ

知症患者への適切な医療の評価 ③イノベーショ き、企業単位で短時間労働者への適用拡大が可

。るなと能等価評の術技療医やン

４ 効率化・適正化を通じて制度の持続可能性を高

めること

①後発医薬品の価格算定ルールの見直し ②大型

門前薬局の評価の適正化 ③費用対効果評価（ア

29('17) 4 後期高齢者医療制度の保険料軽減について、以下

るす施実を容内の

等入導行試の）価評ムカトウ

・所得の低い方の所得割の軽減を５割軽減から２

割軽減とする

・元被扶養者の均等割の軽減を９割軽減から７割

軽減とする
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平成30年４月 点数表の改定 診療報酬本体0.55％、各科改定 医 平成30年４月 国民健康保険・後期高齢者医療の保険料（税）の

（2018） 科0.63％、歯科0.69％、調剤0.19％、薬価△1.65％、 （2018） 賦課（課税）限度額について、国民健康保険は89

材料価格△0.09％となった 万円から93万円に、後期高齢者医療は57万円から

26針方本基の定改 万円に、それぞれ引き上げる（平成30年度分の

１ 地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化 保険料（税）から実施）

・強化、連携の推進 後期高齢者医療制度の保険料軽減について、以下

資料：「国民健康保険事業年報」厚生労働省保険局

「厚生省20年史」厚生省20年史編集委員会
「国民健康保険40年史」厚生省保険局国民健康保険課・国民健康保険中央会編集 等

項事連関費療医他のそ・等正改法険保康健定改準基価薬・定改酬報療診

改定年月 内 容 施行年月 内 容

○ 患者の状態等に応じて質の高い医療が適切に の内容を実施する

受けられるとともに、必要に応じて介護サービ ・所得の低い方の所得割の軽減を２割軽減から本

スと連携・協働する等、切れ目のない医療・介 則（軽減なし）とする

護提供体制が確保されることが重要。 ・元被扶養者の均等割の軽減を７割軽減から５割

○ 医療機能の分化・強化、連携を進め、効果的 軽減とする

・効率的で質の高い医療提供体制を構築すると 持続可能な医療保険制度を構築するための国民健

ともに、地域包括ケアシステムを構築していく 康保険法等の一部を改正する法律

運保国、りなと体主任責の営運政財が県府道都。要必がとこ

２ 新しいニーズにも対応でき、安心・安全で納得 営に中心的な役割を担う

できる質の高い医療の実現・充実

○ 国民の安心・安全を確保する観点から、今後

の医療技術の進展や疾病構造の変化等を踏ま

え、第三者による評価やアウトカム評価など客

観的な評価を進めながら、適切な情報に基づき

患者自身が納得して主体的に医療を選択できる

ようにすることが重要。

○ また、新たなニーズにも対応できる医療を実

現するとともに、我が国の医療の中で重点的な

対応が求められる分野の適切な評価が重要。

３ 医療従事者の負担軽減働き方改革の推進

○ 医療従事者の厳しい勤務環境が指摘されてい

る中、医療の安全の確保や地域医療の確保にも

留意しつつ、医療従事者の負担の軽減を図り、

あわせて、各々の専門性を発揮でき、柔軟な働

き方ができるよう、環境の整備、働き方改革を

推進することが必要。

４ 効率化・適正化を通じた制度の安定性・持続可

能性の強化

○ 国民皆保険を維持するためには、制度の安定

性・持続可能性を高める不断の取組が求めら

れ、医療関係者が共同して、医療サービスの維

持・向上と同時に、医療の効率化・適正化を図

ることが必要。

昭和40年 (1965) 1 月 年04和昭5.9で費療医総 (1965) 11 月 11.0 4.5
240.3で費療医総11 ( '67) 10 10.2 4.1

42 ( '67) 12 医科7.68 4456.21科歯、 ( '69) 1 5.6 2.4
45 ( '70) 2 医科8.77 5437.9科歯、 ( '70) 8 3.0 1.3

45年7月1日から医科をさらに0.97引上げ
47 ( '72) 2 医科13.70、歯科13.70、薬局6.54 ( '72) 2 3.9 1.7
49 ( '74) 2 医科19.0 945.8局薬、9.91科歯、 ( '74) 2 3.4 1.5

056.6局薬、2.61科歯、0.61科医01 ( '75) 1 1.55 0.4
51 ( '76) 4 医科9.0、薬局4.9

8 歯科9.6
53 ( '78) 2 医科11.5、歯科12.7、薬局5.6、平均11.6 ( '78) 2 5.8 2.0
56 ( '81) 6 医科8.4、歯科5.9、薬局3.8、平均8.1       ( '81) 6 18.6 6.1
58 ( '83) 2 853.0科医、定設を表数点人老 ( '83) 1 4.9 1.5
59 ( '84) 3 医科3.0、歯科1.1、調剤1.0、平均2.8 　　　( '84) 3 16.6 5.1
60 ( '85) 3 医科3.5、歯科2.5、調剤0.2、平均3.3 　　　( '85) 3 6.0 1.9

治療材料
0.2

61 ( '86) 4 医科2.5、歯科1.5、調剤0.3、平均2.3 　　　( '86) 4 5.1 1.5
歯科材料

0.1
63 ( '88) 4 医科3.8 9.22.014)88' (364.3均平、7.1剤調、

6 歯科1.0
平成元年 ( '89) 4 平均0.11 平成元年 ( '89) 4

2 ( '90) 4 医科3.8、歯科1.4.、調剤1.9、平均3.7 ( '90) 4 9.2 2.7
4 ( '92) 4 医科5.4、歯科2.7、調剤1.9、平均5.0 　　　( '92) 4 8.1 2.4

治療材料
0.1

5 ( '93) 4 医療法改定に伴う改定
6 ( '94) 4 医科3.5、歯科2.1、調剤2.0、平均3.3 　　　( '94) 4 6.6 2.0

治療材料
0.1

10 医科1.7、歯科0.2、調剤0.1、平均1.5
8 ( '96) 4 医科3.6、歯科2.2、調剤1.3、平均3.4 　　　( '96) 4 6.8 2.5

治療材料
0.1

9 ( '97) 4 平均1.70（うち消費税上げ0.77） ( '97) 4 4.4 1.27
治療材料

0.05

10 ( '98) 4 医科1.5、歯科1.5、調剤0.7、平均1.5 　　　( '98) 4 9.7 2.7
治療材料

0.1

12 (2000) 4 医科2.0、歯科2.0、調剤0.8、平均1.9 　　　(2000) 4 7.0 1.6
治療材料

0.1

14 ( '02) 4 医科△1.3、歯科△1.3、調剤△1.3、平均△1.3 ( '02) 4 6.3 1.3
治療材料

0.1
16 ( '04) 4 医科±0、歯科±0、調剤±0、平均±0 ( '04) 4 4.2 0.9

治療材料
0.1

18 ( '06) 4 医科△1.5、歯科△1.5、調剤△0.6、平均△1.36 ( '06) 4 6.7 1.6
治療材料

0.2
20 ( '08) 4 医科0.42、歯科0.42、調剤0.17、平均0.38 ( '08) 4 5.2 1.1

治療材料
0.1

22 ( '10) 4 医科1.74、歯科2.09、調剤0.52、平均1.55 ( '10) 4 5.75 1.23
治療材料

0.13
24 ( '12) 4 医科1.55、歯科1.70、調剤0.46、平均1.38 ( '12) 4 6.00 1.26

治療材料
0.12

26 ( '14) 4 医科0.82（0.71）、歯科0.99（0.87）、 ( '14) 4 2.65 0.58
調剤0.22（0.18）、平均0.73（ )46.0＋()99.2＋(）36.0
( )内は消費税率引上げにかかる対応分 治療材料

0.05
(＋0.09)

28 ( '16) 4 医科0.56、歯科0.61、調剤0.17、平均0.49 ( '16) 4 5.57 1.22
治療材料

0.11
30 ( '18) 4 医科0.63、歯科0.69、調剤0.19、平均0.55 ( '18) 4 7.48 1.65

治療材料
0.09

医療費

2.4 引き上げ 0.65 引き上げ

３　診療報酬及び薬価基準改定の推移

診 療 報 酬 薬 価 基 準

改定年月 引 き 上 げ 率 （ ％ ） 改定年月
引き下げ率（％）

薬価ベース

47

53
56

59
60

61

2
4

6

8

9

14

10

12

16

18

20

22

24

26

28

30
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３　診療報酬及び薬価基準改定の推移

昭和40年 (1965) 1 月 年04和昭5.9で費療医総 (1965) 11 月 11.0 4.5
240.3で費療医総11 ( '67) 10 10.2 4.1

42 ( '67) 12 医科7.68 4456.21科歯、 ( '69) 1 5.6 2.4
45 ( '70) 2 医科8.77 5437.9科歯、 ( '70) 8 3.0 1.3

45年7月1日から医科をさらに0.97引上げ
47 ( '72) 2 医科13.70、歯科13.70、薬局6.54 ( '72) 2 3.9 1.7
49 ( '74) 2 医科19.0 945.8局薬、9.91科歯、 ( '74) 2 3.4 1.5

056.6局薬、2.61科歯、0.61科医01 ( '75) 1 1.55 0.4
51 ( '76) 4 医科9.0、薬局4.9

8 歯科9.6
53 ( '78) 2 医科11.5、歯科12.7、薬局5.6、平均11.6 ( '78) 2 5.8 2.0
56 ( '81) 6 医科8.4、歯科5.9、薬局3.8、平均8.1       ( '81) 6 18.6 6.1
58 ( '83) 2 853.0科医、定設を表数点人老 ( '83) 1 4.9 1.5
59 ( '84) 3 医科3.0、歯科1.1、調剤1.0、平均2.8 　　　( '84) 3 16.6 5.1
60 ( '85) 3 医科3.5、歯科2.5、調剤0.2、平均3.3 　　　( '85) 3 6.0 1.9

治療材料
0.2

61 ( '86) 4 医科2.5、歯科1.5、調剤0.3、平均2.3 　　　( '86) 4 5.1 1.5
歯科材料

0.1
63 ( '88) 4 医科3.8 9.22.014)88' (364.3均平、7.1剤調、

6 歯科1.0
平成元年 ( '89) 4 平均0.11 平成元年 ( '89) 4

2 ( '90) 4 医科3.8、歯科1.4.、調剤1.9、平均3.7 ( '90) 4 9.2 2.7
4 ( '92) 4 医科5.4、歯科2.7、調剤1.9、平均5.0 　　　( '92) 4 8.1 2.4

治療材料
0.1

5 ( '93) 4 医療法改定に伴う改定
6 ( '94) 4 医科3.5、歯科2.1、調剤2.0、平均3.3 　　　( '94) 4 6.6 2.0

治療材料
0.1

10 医科1.7、歯科0.2、調剤0.1、平均1.5
8 ( '96) 4 医科3.6、歯科2.2、調剤1.3、平均3.4 　　　( '96) 4 6.8 2.5

治療材料
0.1

9 ( '97) 4 平均1.70（うち消費税上げ0.77） ( '97) 4 4.4 1.27
治療材料

0.05

10 ( '98) 4 医科1.5、歯科1.5、調剤0.7、平均1.5 　　　( '98) 4 9.7 2.7
治療材料

0.1

12 (2000) 4 医科2.0、歯科2.0、調剤0.8、平均1.9 　　　(2000) 4 7.0 1.6
治療材料

0.1

14 ( '02) 4 医科△1.3、歯科△1.3、調剤△1.3、平均△1.3 ( '02) 4 6.3 1.3
治療材料

0.1
16 ( '04) 4 医科±0、歯科±0、調剤±0、平均±0 ( '04) 4 4.2 0.9

治療材料
0.1

18 ( '06) 4 医科△1.5、歯科△1.5、調剤△0.6、平均△1.36 ( '06) 4 6.7 1.6
治療材料

0.2
20 ( '08) 4 医科0.42、歯科0.42、調剤0.17、平均0.38 ( '08) 4 5.2 1.1

治療材料
0.1

22 ( '10) 4 医科1.74、歯科2.09、調剤0.52、平均1.55 ( '10) 4 5.75 1.23
治療材料

0.13
24 ( '12) 4 医科1.55、歯科1.70、調剤0.46、平均1.38 ( '12) 4 6.00 1.26

治療材料
0.12

26 ( '14) 4 医科0.82（0.71）、歯科0.99（0.87）、 ( '14) 4 2.65 0.58
調剤0.22（0.18）、平均0.73（ )46.0＋()99.2＋(）36.0
( )内は消費税率引上げにかかる対応分 治療材料

0.05
(＋0.09)

28 ( '16) 4 医科0.56、歯科0.61、調剤0.17、平均0.49 ( '16) 4 5.57 1.22
治療材料

0.11
30 ( '18) 4 医科0.63、歯科0.69、調剤0.19、平均0.55 ( '18) 4 7.48 1.65

治療材料
0.09

医療費

2.4 引き上げ 0.65 引き上げ

３　診療報酬及び薬価基準改定の推移

診 療 報 酬 薬 価 基 準

改定年月 引 き 上 げ 率 （ ％ ） 改定年月
引き下げ率（％）

薬価ベース

47

53
56

59
60

61

2
4

6

8

9

14

10

12

16

18

20

22

24

26

28

30
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４　平成 28 年度の人口一人当たり国民医療費算出に用いた人口

５歳階級・男女別人口（総人口）

年 　 齢 　 階 　 級 総　　人　　口 男 女

　　  総　　　　　数 126 933  61 766  65 167  

　　  ０　～　４　歳 4 963  2 540  2 423  

　　  ５　～　９ 5 303  2 717  2 586  

　　  10　～　14 5 514  2 823  2 691  

　　  15　～　19 6 040  3 103  2 937  

　　  20　～　24 6 150  3 161  2 989  

　　  25　～　29 6 393  3 268  3 125  

　　  30　～　34 7 257  3 685  3 572  

　　  35　～　39 8 117  4 116  4 001  

　　  40　～　44 9 713  4 921  4 792  

　　  45　～　49 9 282  4 685  4 596  

　　  50　～　54 7 904  3 968  3 935  

　　  55　～　59 7 546  3 760  3 786  

　　  60　～　64 8 160  4 019  4 141  

　　  65　～　69 10 275  4 971  5 303  

　　  70　～　74 7 408  3 452  3 956  

　　  75　～　79 6 526  2 906  3 620  

　　  80　～　84 5 181  2 096  3 085  

　　  85　歳　以　上 5 202  1 574  3 628  

   

（再　掲）

　　  65　歳　未　満 92 342  46 767  45 575  

　　  65　歳　以　上 34 591  14 999  19 592  

　　  70　歳　以　上 24 316  10 027  14 289  

　　  75　歳　以　上 16 908  6 575  10 333  

資料：総務省統計局「人口推計」

  （単位：千人）  平成 28 年 10 月 1 日現在　
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５ 「国民医療費に含まれないもの」に関連する主な統計数値

「国民医療費の範囲」の概念図（６頁）のうち、「国民医療費に含まれないもの」
について、関連する主な統計数値（費用額・件数等）を以下に示す。

（１）病院、一般診療所、歯科診療所

① 「評価療養（先進医療（高度医療を含む）等）の費用」に関する統計数値

「評価療養」とは、先進医療（高度医療を含む）などの将来的な保険導入の
ための評価を行うものとして、厚生労働大臣が定める療養に要した費用を指す。

先進医療の実績報告
計

類種201数術技療医進先
設施588数関機療医施実
人489,23数者患全
円万千7億772約額金総

保険外併用療養費（保険診療分）注2) 約70億6千万円
先進医療費用 （保険適用外） 約207億2千万円

資料：厚生労働省「平成29年6月30日時点で実施されていた先進医療の実績報告」
注:1)上記は、平成28年7月1日～平成29年6月30日までの数値である。

2)保険外併用療養費（保険診療分）は、国民医療費に含まれている。

② 「選定療養（特別の病室への入院、歯科の金属材料等）の費用」に関する統計数値

「選定療養」とは、保険者の選定に係る特別の療養環境が提供される病室（病
床ごとにプライバシーが十分確保されている病室）への入院や、金合金・白金
加金（プラチナ）などの材料を用いた歯科治療など、厚生労働大臣が定める療
養に要した費用を指す。

特別の療養環境の提供
特別の療養環境の
提供に係る病床数 （推計）
及び構成割合（％）

合計 271,683 (20.6) 6,144円
１人室 182,149 (13.8) 7,797円
２人室 46,619 ( 3.5) 3,087円
３人室 4,918 ( 0.4) 2,800円
４人室 37,997 ( 2.9) 2,407円

当該医療機
関における 1,321,258(100.0)
総病床数
資料：厚生労働省「主な選定療養に係る報告状況」
注:上記は、平成28年7月1日時点の数値である。

金属床による総義歯の提供

平成28年7月1日現在

830,9数関機療医告報
平均額（１床当たり） 294,792円
資料：厚生労働省「主な選定療養に係る報告状況」
注:上記は、平成28年7月1日時点の数値であり、歯科材料差額の一部である。

1日当たり
平均徴収額
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③ 「不妊治療における生殖補助医療の費用」に関する統計数値

不妊治療には、保険適用されている一般的な不妊治療と保険適用されていな
い生殖補助医療があり、うち、生殖補助医療（人工授精、体外受精）に要した
費用を指す。

④ 「美容整形費」に関する統計数値

美容外科手術に要した費用を指す。

診療科目に美容外科を標榜する施設数
施設数に対する
割合（％）

0.001624,7院病般一
うち美容外科を標榜する施設数 123 1.7

0.001164,001所療診般一
うち美容外科を標榜する施設数 1,128 1.1

資料：厚生労働省「平成26年医療施設調査」

⑤ 「正常な妊娠・分娩、産じょくの費用」に関する統計数値

異常及び合併症を有さない妊娠、分娩、産じょくに要した費用（健康保険等
適用外）を指す。

数生出別産複・産単数生出別性
）人（数生出）人（数生出

総数 976,978 総数 976,978
男性 501,880 単産 957,614
女性 475,098 複産 19,364

資料：厚生労働省「平成28年人口動態統計」
注:日本における日本人の出生数であり、出生の場所が助産所、自宅・そ

の他を含む（正常分娩以外のものを含む）。

）中月9年62成平（数件娩分
所療診般一院病般一

分娩件数 帝王切開 分娩に 分娩件数 帝王切開 分娩に
（正常分 娩 出 術 占める （正常分 娩 出 術 占める
娩を含 件 数 割合 娩を含 件 数 割合
む） (再掲) (%) む） (再掲) (%)

平成26年 46,451 11,543 24.8 38,765 5,254 13.6
資料：厚生労働省「平成26年医療施設調査」

⑥ 「集団健診・検診費」に関する統計数値

企業、学校、地方公共団体などが行う、集団健康診断・検診に要した費用を
指す。

保健所、市区町村などが実施した健康診査等の受診者数
受診者数（人）

432,654,21断診康健
妊産婦・乳幼児健康診査 5,769,841

662,992診検患疾周歯
434,503診検症鬆粗骨

特定健康診査 *) 27,559,428
659,811査診康健
757,770,71診検んが
268,425,1診検スルイウ炎肝

資料：厚生労働省「平成28年度地域保健・健康増進事業報告」
*厚生労働省「平成28年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況」

診療科目 施設数
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⑦ 「個別健診・検診費、人間ドック等の費用」に関する統計数値

個人単位で医療機関において行う健康診断や人間ドックを受けた際に発生す
る費用を指す。

⑧ 「短期入所療養介護等介護保険法における居宅サービスの費用」に関する統計数値

介護療養型医療施設へ短期入所して受ける、看護・医学的管理下の介護と機
能訓練等の必要な医療・日常生活上の世話などの介護保険サービスに要した費
用を指す。

短期入所療養介護等介護保険法における居宅サービスの費用（単位：百万円）
利用者負担額

利用者負担額

（再掲）
介護予防短期入所療養介護(病院等) 31 3

803060,3)等院病(護介養療所入期短
資料：厚生労働省「平成28年度介護給付費等実態調査」

⑨ 「介護療養型医療施設における施設サービスの費用」に関する統計数値

医療法に規定する医療施設で、かつ、介護保険法による都道府県知事の指定
を受けた施設において、入院する要介護者が受ける、療養上の管理・看護・医
学的管理下における介護・その他の世話・機能訓練・その他必要な医療などの
施設サービスに要した費用を指す。

介護療養型医療施設における施設サービスの費用 （単位：百万円）

（再掲）
介護療養型医療施設における施設サービス 260,654 25,666
資料：厚生労働省「平成28年度介護給付費等実態調査」

⑩ 「その他」に関する統計数値

病院・一般診療所・歯科診療所において行われた、上記（１）の①～⑨以外
の保険診療の対象となり得ない医療行為に要した費用を指す。

保健所及び市区町村が実施した定期の予防接種の接種者数
接種者数（人）

ＤＰＴ及びＤＴ 注1） 820,282
急性灰白髄炎（ポリオ） 82,511
ＤＰＴ－ＩＰＶ 注2） 4,016,808

346,734,4炎脳本日
520,459,3ンチクワブヒ

小児用肺炎球菌ワクチン 3,971,286
子宮頸がん予防ワクチン 5,421

999,198,1ンチクワ痘水
883,599,1んし風・んし麻

インフルエンザ 17,386,306
327,889ＧＣＢ

成人用肺炎球菌ワクチン 2,784,050
Ｂ型肝炎ワクチン 1,567,844
資料：厚生労働省「平成28年度地域保健・健康増進事業報告」
注：1)ＤＰＴとは沈降精製百日せきジフテリア破傷風混合ワクチン、ＤＴ

とは沈降ジフテリア破傷風混合トキソイドの接種者である。
2)ＤＰＴ－ＩＰＶとは、沈降精製百日せきジフテリア破傷風不活化ポ

リオ混合ワクチンの接種者である。

ワクチン類（生物学的製剤）の生産金額
生産金額（百万円）

789,56類ンチクワ
毒素及びトキソイド類 907
資料：厚生労働省「平成28年薬事工業生産動態統計」

費用額

費用額
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（２）介護老人保健施設

「介護保険法における居宅・施設サービスの費用」に関する統計数値
介護保険法による都道府県知事の開設許可を受けた介護老人保健施設におい

て、入所する要介護者が受ける、看護・医学的管理下における介護・機能訓練
・その他必要な医療・日常生活上の世話などの居宅・施設サービスに要した費
用を指す。

介護保険法における居宅・施設サービスの費用 （単位：百万円）
利用者負担額

（再掲）
介護予防短期入所療養介護(老人保健施設) 566 58
短期入所療養介護(老人保健施設) 53,536 5,668

119,621802,952,1スビーサ設施健保護介
資料：厚生労働省「平成28年度介護給付費等実態調査」

（３）訪問看護事業所

① 「介護保険法における訪問看護費」に関する統計数値

居宅において、看護師等から受ける、療養上の世話又は必要な診療の補助の
介護保険サービスに要した費用を指す。

介護保険法における訪問看護費の費用 (単位：百万円)
利用者負担額

（再掲）
介護予防訪問看護 22,397 2,228

187,12809,812護看問訪
資料：厚生労働省「平成28年度介護給付費等実態調査」

② 「基本利用料以外のその他の利用料等の費用」に関する統計数値

基本利用料以外の訪問看護費、交通費及びおむつ代などの実費・特別サービ
ス（営業時間外の対応等）などの費用を指す。

（４）助産所

「正常な妊娠・分娩、産じょくの費用」に関する統計数値
助産所における、異常及び合併症を有さない妊娠、分娩、産じょくに要した

費用（健康保険等適用外）を指す。

助産所の出生数
出生数（人）

助産所 5,968
資料：厚生労働省「平成28年人口動態統計」
注:日本における日本人の出生のうち、助産所において出生した数である。

（５）薬局

「買薬の費用」に関する統計数値
医師による処方箋を必要とせずに購入できる一般用医薬品の購入にかかる費

用を指す。

医薬品用途区分別出荷・生産金額
出荷・生産金額 注1)

（百万円）
241,377内国・品薬医用般一・荷出
036,61内国・薬庭家用置配・荷出

一般用医薬品・生産・輸入 注2) 8,982
622)2注入輸・産生・薬庭家用置配

資料：厚生労働省「平成28年薬事工業生産動態統計」
注:1)上記の「出荷・生産金額」には、一部、国民医療費に含まれているも

のがある。
2)主として輸入された医薬品（原末、原液及び製剤原料を含む。）から

製造された医薬品である。

費用額

費用額
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（６）あん摩・はり・きゆうの施術業・接骨院等

「医師の指示以外によるあん摩・マッサージ等の費用（健保等適用外部分）」に関する統計
数値

施術所、接骨院等で提供される医師の指示によらない、健康保険等適用外の
あん摩・マッサージ等のサービスに要した費用を指す。

あん摩、マッサージ及び指圧等を行う施術所数 (年末現在)
平成28年

あん摩、マッサージ及び指圧を行う施術所 19,618
はり及びきゅうを行う施術所 28,299
あん摩、マッサージ及び指圧、はり並びにきゅうを行う施術所 37,780
その他の施術所 2,739

柔道整復の施術所 48,024
資料：厚生労働省「平成28年度衛生行政報告例（就業医療関係者）」

（７）その他

「間接治療費（健保等適用外部分）」に関する統計数値
上記（１）～（６）以外の健康保険等の適用とならない費用の全てを指す。

① 補装具

装着することにより、失われた身体の一部、あるいは機能を補完するもので、
義肢（義手・義足）、車いす、義眼及び補聴器などをいう。

補装具等の購入（支給）・修理金額
金額（百万円）

身体障害者・児の補装具（購入・修理) 26,790
戦傷病者補装具（支給・修理） 10
資料：厚生労働省「平成28年度福祉行政報告例」

② めがね等

コンタクトレンズ、視力補正用眼鏡、視力補正用眼鏡レンズ及び検眼用品な
どのことをいう。

医療機器大分類別生産金額
生産金額

（百万円）
眼科用品及び関連製品 53,402
資料：厚生労働省「平成28年薬事工業生産動態統計」
注:上記の「生産金額」には、一部、国民医療費に含まれているものがある。



― 21 ―

 - 21 -

 

参
考

１
平

成
2
8
年

度
　

国
民

医
療

費
の

構
造

（
総

数
）

［
国

民
医

療
費

総
額

　
4
2
兆

1
,3

8
1
億

円
、

人
口

一
人

当
た

り
国

民
医

療
費

　
3
3
2
,0

0
0
円

］

注
：

1
)
制

度
区

分
別

国
民

医
療

費
は

当
該

年
度

内
の

診
療

に
つ

い
て

の
支

払
確

定
額

を
積

み
上

げ
た

も
の

で
あ

る
（

た
だ

し
、

患
者

等
負

担
分

は
推

計
値

で
あ

る
。

）
。

 
 
 
 
2
)
上

記
の

数
値

は
四

捨
五

入
し

て
い

る
た

め
、

内
訳

の
合

計
が

総
数

に
合

わ
な

い
場

合
も

あ
る

。

消
化

器
系

の
疾

患

1
7
,3

5
1
億

円
 (
5
.7

%
)

神
経

系
の

疾
患

 1
3
,8

5
7
億

円
 (
4
.5

%
)

そ
の

他
3
8
,6

7
2
億

円
(1

2
.8

%
)

循
環

器
系

の
疾

患
5
9
,3

3
3
億

円
(1

9
.7

%
)

新
生

物
＜

腫
瘍

＞
4
2
,4

8
5
億

円
 (
1
4
.1

%
)

制
度

区
分

別
国

民
医

療
費

(%
)

財
源

別
国

民
医

療
費

年
齢

階
級

別
国

民
医

療
費

6
0

5
0

4
2
兆

1
,3

8
1
億

円

公
費

1
6
2
,8

4
0
億

円
(3

8
.6

%
)

事
業

主
8
7
,7

8
3
億

円
(2

0
.8

%
)

9
0

9
0

8
0

7
0

8
0

4
2
兆

1
,3

8
1
億

円
4
2
兆

1
,3

8
1
億

円

7
0

(%
)

3
0
兆

1
,8

5
3
億

円

傷
病

分
類

別
（
上

位
1
0
傷

病
）

(%
)

9
0

6
0

5
0

8
0

7
0

4
2
兆

1
,3

8
1
億

円

診
療

種
類

別
国

民
医

療
費

呼
吸

器
系

の
疾

患

2
2
,5

9
1
億

円
 (
7
.4

%
)

損
傷

，
中

毒
及

び
そ

の
他

の
外

因

の
影

響
　

2
2
,9

7
4
億

円
 (
7
.6

%
)

腎
尿

路
生

殖
器

系
の

疾
患

2
1
,6

1
9
億

円
 (
7
.2

%
)

内
分

泌
，

栄
養

及
び

代
謝

疾
患

2
0
,5

8
4
億

円
 (
6
.8

%
)

精
神

及
び

行
動

の
障

害

1
9
,0

6
2
億

円
 (
6
.3

%
)

1
0
0

1
0

4
0

6
5
歳

未
満

1
6
9
,7

9
7
億

円
(4

0
.3

%
)

6
5
歳

以
上

2
5
1
,5

8
4
億

円
(5

9
.7

%
)

7
0
歳

以
上

2
0
1
,3

9
5
億

円
(4

7
.8

%
)

1
5
～

4
4
歳

5
2
,5

6
0
億

円
(1

2
.5

%
)

4
5
～

6
4
歳

9
2
,0

1
7
億

円
(2

1
.8

%
)

6
5
～

6
9
歳

5
0
,1

9
0
億

円
(1

1
.9

%
)

1
0
0

(%
)

0

公
費

負
担

医
療

給
付

分
3
1
,4

3
3
億

円
 (
7
.5

%
）

後
期

高
齢

者
医

療
給

付
分

1
4
1
,7

3
1
億

円
(3

3
.6

%
)

医
療

保
険

等

給
付

分

1
9
5
,6

6
3

億
円

(4
6
.4

%
)

10

3
0

2
0

5
0

4
0

1
0
0

1
00 1
0

60

患
者

等
負

担
分

5
1
,4

3
5
億

円
(1

2
.2

%
)

7090 80

筋
骨

格
系

及
び

結
合

組
織

の
疾

患

2
3
,3

2
6
億

円
 (
7
.7

%
)

0

6
0

薬
局

調
剤

医
療

費
7
5
,8

6
7
億

円
(1

8
.0

%
)

歯
科

診
療

医
療

費
2
8
,5

7
4
億

円
 (

6
.8

%
)

　 　 　 　 　 医 科 診 療 医 療 費

2
0

4
0

50 40 30 20

3
0

そ
の

他
5
1
,5

7
0
億

円
(1

2
.2

%
)

患
者

負
担

4
8
,6

0
3
億

円
(1

1
.5

%
)

被
保

険
者

1
1
9
,1

8
9
億

円
(2

8
.3

%
)

保
険

料
2
0
6
,9

7
1
億

円
(4

9
.1

%
)

01
0

03
0

国
民

健
康

保
険

9
5
,4

0
4
億

円
(2

2
.6

%
)

組
合

管
掌

3
5
,2

5
4
億

円
(8

.4
%
)

協
会

管
掌

5
1
,1

7
7
億

円
(1

2
.1

%
)

一
般

診
療

所
8
3
,3

3
2
億

円
(1

9
.8

%
)

病
院

6
0
,5

8
9
億

円
(1

4
.4

%
)

　 　 　 　 入 院 外　 　 　 　 入 院

病
院

1
5
4
,0

7
7
億

円
(3

6
.6

%
)

2
0

国
庫

1
0
7
,1

8
0
億

円
(2

5
.4

%
)

地
方

5
5
,6

5
9
億

円
(1

3
.2

%
)

軽
減

特
例

措
置

1
,1

19
億

円
(0

.3
%
)

共
済

組
合

等

1
0,

5
8
4
億

円
(2

.5
%)

そ
の

他

3
,0

4
9
億

円
(0

.7
%
)

0
～

1
4
歳

2
5
,2

2
0
億

円
(6

.0
%
)

7
5
歳

以
上

1
5
3
,7

9
6
億

円

(3
6
.5

%
)

訪
問

看
護

医
療

費

1
,7

4
2
億

円
(0

.4
%
)

入
院

時
食

事
・

生
活

医
療

費

7
,9

1
7
億

円
(1

.9
%
)

3
0
1
,8

5
3
億

円

(7
1
.6

%
) 1
4
3
,9

2
0
億

円

(3
4
.2

%
)

1
5
7
,9

3
3
億

円

(3
7
.5

%
)

一
般

診
療

所

3
,8

5
6
億

円
(0

.9
%
)

船
員

保
険

1
9
5
億

円

(0
.0

%
)

被
用

者
保

険

9
7,

2
1
0
億

円

(2
3
.1

%
)

療
養

費
等

5
,4

2
7億

円
(1

.3
%
)



― 22 ―

 - 22 -

 

平
成

2
8
年

度
　

国
民

医
療

費
の

構
造

（
性

別
）

1
0
0

90

7
0

6
0

5
0

呼
吸

器
系

の
疾

患
1
2
,0

2
5
億

円
 (

8
.1

%
)

9
0

1
00

腎
尿

路
生

殖
器

系
の

疾
患

1
2
,2

0
4
億

円
 (

8
.2

%
)

新
生

物
＜

腫
瘍

＞
2
3
,0

2
2
億

円
 (

1
5
.6

%
)

循
環

器
系

の
疾

患
2
8
,2

3
6
億

円
(1

8
.4

%
)

新
生

物
＜

腫
瘍

＞
1
9
,4

6
3
億

円
 (

1
2
.7

%
)

性
・
診

療
種

類
別

国
民

医
療

費

（
男

）
（
女

）

2
1
兆

7
,5

5
2
億

円
(%

)
1
4
兆

8
,0

2
2
億

円

（
男

）

性
・傷

病
分

類
別

医
科

診
療

医
療

費
（上

位
10

傷
病

）

（
女

）

1
5
兆

3
,8

3
1
億

円
(%

)
2
0
兆

3
,8

2
9
億

円

060 50 1080 70 30 20

神
経

系
の

疾
患

 6
,4

9
5
億

円
 (

4
.4

%
)

そ
の

他
1
7
,1

8
0
億

円
(1

1
.6

%
)

40

内
分

泌
，

栄
養

及
び

代
謝

疾
患

1
0
,1

4
7
億

円
 (

6
.9

%
)

消
化

器
系

の
疾

患
9
,0

9
5
億

円
 (

6
.1

%
)

筋
骨

格
系

及
び

結
合

組
織

の
疾

患
  

8
,1

0
8
億

円
 (

5
.5

%
)

精
神

及
び

行
動

の
障

害
9
,0

8
1
億

円
 (

6
.1

%
)

損
傷

，
中

毒
及

び
そ

の
他

の
外

因
の

影
響

  
9
,5

6
7
億

円
 (

6
.5

%
)

(%
)

1
0
0

90 80 70 60

医 科 診 療 医 療 費

入
院

7
8
,6

4
5
億

円
(3

8
.6

%
)

入
院

外
6
9
,3

7
7
億

円
(3

4
.0

%
)

4050 30

0

20
20

10

性
・年

齢
階

級
別

国
民

医
療

費

（
女

）
（
男

）

4060

6
5
歳

未
満

8
6
,7

7
9
億

円
(4

2
.6

%
)

4
5
～

6
4
歳

4
9
,1

4
9
億

円
(2

4
.1

%
)

(%
)

1
0
0

1
0
0

2
1
兆

7
,5

5
2
億

円
2
0
兆

3
,8

2
9
億

円

80

(%
)

70
7090

80

6
5
歳

以
上

1
1
7
,0

5
0
億

円
(5

7
.4

%
)

60

50
50 40

30
30 10

3
0

医 科 診 療 医 療 費

1020

入
院

7
9
,2

8
8
億

円
(3

6
.4

%
)

入
院

外
7
4
,5

4
3
億

円
(3

4
.3

%
)

歯
科

診
療

医
療

費
15

,4
90

億
円

 (
7.

1%
)

歯
科

診
療

医
療

費
13

,0
84

億
円

 (
6.

4%
)

  
薬

局
調

剤
医

療
費

  
  

3
5
,6

0
0
億

円
  

  
 (

1
7
.5

%
)

  
 薬

局
調

剤
医

療
費

  
  

 4
0
,2

6
8
億

円
  

  
 (

1
8
.5

%
)

0
～

1
4
歳

1
3
,8

8
0
億

円
(6

.8
%
)

1
5
～

4
4
歳

2
3
,7

5
0
億

円
(1

1
.7

%
)

6
5
～

6
9
歳

2
7
,4

3
1
億

円
(1

3
.5

%
)

7
0
歳

以
上

8
9
,6

2
0
億

円
(4

4
.0

%
)

6
5
歳

未
満

8
3
,0

1
8
億

円
(3

8
.2

%
)

6
5
歳

以
上

1
3
4
,5

3
4
億

円
(6

1
.8

%
)

1
5
～

4
4
歳

2
8
,8

1
0
億

円
(1

3
.2

%
)

4
5
～

6
4
歳

4
2
,8

6
8
億

円
(1

9
.7

%
)

6
5
～

6
9
歳

2
2
,7

5
9
億

円
(1

0
.5

%
)

7
0
歳

以
上

1
1
1
,7

7
5
億

円
(5

1
.4

%
)

02
0

4
0

8
0

0
0

1
0

90
循

環
器

系
の

疾
患

3
1
,0

9
7
億

円
(2

1
.0

%
)

筋
骨

格
系

及
び

結
合

組
織

の
疾

患
  

1
5
,2

1
8
億

円
 (

9
.9

%
)

損
傷

，
中

毒
及

び
そ

の
他

の
外

因
の

影
響

1
3
,4

0
7
億

円
 (

8
.7

%
)

内
分

泌
，

栄
養

及
び

代
謝

疾
患

1
0
,4

3
7
億

円
 (

6
.8

%
)

呼
吸

器
系

の
疾

患
1
0
,5

6
6
億

円
 (

6
.9

%
)

精
神

及
び

行
動

の
障

害
9
,9

8
0
億

円
 (

6
.5

%
)

腎
尿

路
生

殖
器

系
の

疾
患

9
,4

1
5
億

円
 (

6
.1

%
)

消
化

器
系

の
疾

患
8
,2

5
6
億

円
 (

5
.4

%
)

神
経

系
の

疾
患

 7
,3

6
1
億

円
 (

4
.8

%
)

そ
の

他
2
1
,4

9
2
億

円
(1

4
.0

%
)

7
5
歳

以
上

6
4,

7
5
7
億

円

(3
1
.8

%
)

7
5
歳

以
上

8
9,

0
3
9
億

円

(4
0
.9

%
)

訪
問

看
護

医
療

費

8
4
8
億

円
(0

.4
%
)

1
4
8
,0

22
億

円

(7
2
.6

%
)

訪
問

看
護

医
療

費

8
9
4
億

円
(0

.4
%
)

1
5
3,

8
3
1
億

円

(7
0
.7

%
)

入
院

時
食

事
・

生
活

医
療

費

3
,6

4
7
億

円
(1

.8
%
)

入
院

時
食

事
・

生
活

医
療

費

4
,2

7
0
億

円
(2

.0
%
)

療
養

費
等

2
,6

2
8
億

円
(1

.3
%
)

療
養

費
等

2
,7

9
9
億

円
(1

.3
%
)

0
～

1
4
歳

11
,3

4
0
億

円
(5

.2
%
)



― 23 ― 

参考２ 性・年齢階級別にみた傷病分類別医科診療医療費構成割合（上位5位） 平成28年度 

 

 

   

25.1 

17.9 

11.4 

31.8 

14.6 

16.7 

10.7 

11.6 

8.5 

9.6 

9.9 

8.0 

8.0 

8.6 

8.8 

7.5 

7.2 

8.1 

7.7 

6.4 

36.6 

39.1 

51.5 

34.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65歳以上

45～64歳

15～44歳

0～14歳 呼吸器系の疾患

皮膚及び皮下組織の疾患

その他

精神及び行動の障害

呼吸器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

消化器系の疾患

その他

循環器系の疾患

新生物＜腫瘍＞ 精神及び行動の障害

腎尿路生殖器系の疾患

内分泌，栄養及び代謝疾患

その他

循環器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

筋骨格系及び結合組織の疾患

損傷，中毒及びその他の外因の影響

その他

周産期に発生した病態 損傷，中毒及びその他の外因の影響

先天奇形，変形及び染色体異常（総 数）

損傷，中毒及びその他の外因の影響

腎尿路生殖器系の疾患

25.8 

20.5 

12.8 

31.2 

18.6 

15.3 

12.1 

11.3 

9.1 

9.7 

11.2 

8.4 

6.8 

9.3 

9.5 

7.9 

6.7 

8.6 

7.3 

6.0 

33.0 

36.7 

47.1 

35.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65歳以上

45～64歳

15～44歳

0～14歳 呼吸器系の疾患

周産期に発生した病態

損傷，中毒及びその他の外因の影響 皮膚及び皮下組織の疾患

先天奇形，変形及び染色体異常

その他

精神及び行動の障害 呼吸器系の疾患

損傷，中毒及びその他の外因の影響
消化器系の疾患

その他

循環器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

精神及び行動の障害

腎尿路生殖器系の疾患

内分泌，栄養及び代謝疾患

その他

循環器系の疾患

新生物＜腫瘍＞
内分泌，栄養及び代謝疾患

腎尿路生殖器系の疾患

その他

呼吸器系の疾患

循環器系の疾患

（男 ）

24.5 

21.0 

12.6 

32.4 

11.2 

12.2 

12.3 

12.0 

11.0 

10.4 

10.3 

8.2 

10.3 

9.6 

10.2 

6.8 

7.2 

7.8 

8.5 

6.4 

35.8 

39.0 

46.1 

34.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65歳以上

45～64歳

15～44歳

0～14歳 呼吸器系の疾患

周産期に発生した病態

損傷，中毒及びその他の外因の影響

皮膚及び皮下組織の疾患

その他

精神及び行動の障害

先天奇形，変形及び染色体異常

その他

循環器系の疾患

新生物＜腫瘍＞

精神及び行動の障害

腎尿路生殖器系の疾患

妊娠、分娩及び産じょく

その他

循環器系の疾患 新生物＜腫瘍＞

筋骨格系及び結合組織の疾患

その他

呼吸器系の疾患

損傷，中毒及びその他の外因の影響

内分泌，栄養及び代謝疾患

筋骨格系及び結合組織の疾患

新生物＜腫瘍＞

（女 ）

腎尿路生殖器系の疾患


